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略語表 

略語 正式名称 日本語名称 

AEL Atmospheric Emission License 大気排出許可 

BEE Black Economic Empowerment 黒人権利拡大政策 

CO Carbon Monoxide 一酸化炭素 

COP17 The17th Conference of the Parties 第 17 回気候変動枠組条約締

約国会議 

DEA Department of Environmental Affairs 環境局 

DEADP Department of Environmental Affaires & 
Development Planning 

環境開発計画局 

EAP Environmental Assessment Practitioner 環境アセスメント専門家 

EIA Environmental Impact Assessment 環境影響評価 

ERM Environmental Resource Management 
Department 

環境資源管理課 

GDP Gross Domestic Product 国内総生産 

GNP Gross National Product 国民総生産 

G20 Group of Twenty 主要国首脳会議 8 カ国＋欧

州連合＋新興経済国 11 カ国 

IDP Integrated Development Plan 総合開発計画 

IMEP Integrated Metropolitan Environmental 
Policy 

総合都市環境政策 

IWMP Integrated Waste Management Policy 総合廃棄物管理計画 

IWMSA Institute of Waste Management of Southern 
Africa 

南部アフリカ廃棄物管理協

会 

LDPE Low Density Polyethylene 低密度ポリエチレン 

MOA Memorandum   of Agreement 合意覚書 

MRF Material Recovery Facility 廃棄物回収設備 

ODA Official Development Assistance 政府開発援助 

PE Polyethylene ポリエチレン 

PET Polyethylene Terephthalate ポリエチレンテレフタラート 

PP Polypropylene ポリプロピレン 

PS Polystyrene ポリスチレン 

SWM Solid Waste Management Department 廃棄物管理課 

VAT Value Added Tax 付加価値税 

VOC Volatile Organic Compound 揮発性有機化合物 

WML Waste Management License 廃棄物管理許可 
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地図 

事業対象国 
 
南アフリカ共和国 

 
出展：外務省 HP 

事業対象地域 西ケープ州 ケープタウン市 

事業対象地域 

の基本情報 
（2012 年） 

面積 2,461 km2 

人口 3,740,025 人  

失業率 23.8 % 

人口構成 

黒人系   ：38.6 % 
カラード ：42.4 % 
アジア系 ： 1.4 % 
白人     ：15.7 % 
その他   ： 1.9 % 

機材設置場所 クラーイフォンテン廃棄物分別処理場 

住所 
Sandringham, Kraaifontein, Cape Town 5319 
South Africa 

 
【案内図】 

出典：ケープタウン市観光局（CAPE TOWN TOURISM） 

クラーイフォンテン廃棄物分別処理場
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要約 

Ⅰ. 提案事業の概要 

案件名 
南アフリカ共和国 持続的廃棄物管理に向けた廃プラスチック燃

料化技術の普及・実証事業 

事業実施地 南アフリカ共和国 ケープタウン市 

相手国 

政府関係機関 

ケープタウン市 

公共サービス部門（Utility Services Directorate） 

事業実施期間 2014 年 3 月～2016 年 9 月 

契約金額 102,847,320 円（税込） 

事業の目的 

南アの持続的な発展を阻害する要因の一つである廃棄物による環

境問題の改善に向け、ケープタウン市の廃棄物分別処理場におい

て、各種ビニール袋等の廃プラスチックを洗浄・油化し、自家発

電機の燃料としてリサイクルするための一連のパイロットプラン

トを導入することにより、これまで野外の廃棄物処分場に直接投

棄されていた廃プラスチックを削減し、持続的な廃棄物管理に向

けたリサイクル・システムを構築すると共に、新たなリサイクル

技術の導入を通じて地域の雇用を創出することにより、南アが抱

える開発課題の解決に貢献するもの。 

事業の実施方針 

事業の実施に当たっては、ケープタウン市の廃棄物処理関連施設

を所管する公共サービス部門（Utility Services Directorate）をカ

ウンターパートとして事業を実施する。パイロットプラントは、

ケープタウン市が所管する Kraaifontein Waste Management 

Facility (Material Recovery Facility 100t/day & Transfer 

Station 1000t/day)に設置し実証を行なう。また、パイロットプラ

ントの実証期間(6 ヶ月)中に普及活動のため、現地でセミナー及び

現地プラント見学会を実施する。 

実績 

本事業の実績として、以下の普及・実証活動を実施した。 

(1) 実証活動 

機材据付：2015 年 9 月 30 日～10 月 16 日 

試運転 ：2015 年 10 月 19 日～10 月 23 日 

竣工式 ：2015 年 11 月 4 日 

実証運転：2015 年 10 月 26 日～2016 年 4 月 26 日 

権利移譲：2016 年 4 月 26 日 
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本事業の上記の実証活動を通して、以下の結果を得た。 

1) 廃プラスチックを油化した場合の油の回収率（重量比）を、

日本と南アで比較した場合、日本では 80 %であったのに対し

て、南アは平均 56 %と低かった。その理由として考えられる

のは、南アのプラスチックには炭酸カルシウムなどの添加剤

が多く含まれていることである。炭酸カルシウムは、油化の

過程で不純物（残渣）として分解炉の中に残る。 

2) 廃プラスチックから生成された油は、油化装置のバーナー燃

料、及びディーゼル発電機の燃料として使用できることが確

認出来た。また、セミナーの開催時に、ディーゼルエンジン

フォークリフトの燃料として試用し、問題なく稼働した。（但

し、ディーゼル燃料としての適合性の検証には、より長期間

のテストによる確認が必要である。） 

3) 本パイロットプラントのランニングコストは、一日当たり

R4,386（約 35,000 円）である。そのうち、原材料費（廃プ

ラスチックの購入費）が R875（約 7,000 円）、労務費が R3,500

（約 28,000 円）であり、原材料費と労務費がランニングコス

トの大部分を占める。プラントの稼働に必要な電気を発電す

るための燃料のほとんどは、自らのプラントで製造すること

が可能である。パイロットプラントの稼働に必要な外部から

の投入は、水と一部の電気だけであり、ユーティリティー費

は、相対的に小さい。 

4) 本パイロットプラントの運転に必要な人員は、オペレーター2

名と前処理に従事するワーカー4 名の合計 6 名である。 

5) 6 ヶ月の実証期間中に必要となったパイロットプラントのメ

ンテナンスは、油化装置のバーナーフィルターとノズルの交

換、及びメーカーによる発電機の定期点検（250 稼働時間毎）

だけである。メンテナンスにかかった費用は、合計で R5,185

（約 41,480 円）である。前処理設備に関しては稼働時間が短

く、メンテナンスを要しない。 

6) フルロードテストを、3 種類の原料で 3 回実施し、一日当た

り 500kg のプラスチックを油に生成可能であることが確認で

きた。 

7) パイロットプラントの油化の原材料となるテーリング材（廃



x 

棄物回収設備（MRF）においてリサイクルされず埋め立て処

分される廃プラスチック）の内訳を調べた結果、油化に適し

た PE/PP/PS は、そのうち 43%を占めることが確認された。

また、PET が 20 %テーリング材に含まれており、これは、

別途、マテリアル・リサイクルが可能なものである。 

8) パイロットプラントからの排気に係る西ケープ州環境局の

（仮）排出許可（PAEL）の付帯条件に従い、6 ヶ月の実証期

間中に、合計 3 回の排気ガスの測定を実施した。 

サンプリングと分析は、ケープタウン市が指名した環境コン

サルタント（Demos Dracoulides Arrey Nicholas Ebot: DDA）

が実施した。その結果、重金属は、環境基準値以下であり、

その他の大気汚染の主要物質とされる煤塵、硫黄酸化物、窒

素酸化物も基準値以内であった。 

9) 技術移転に関しては、6 ヶ月の実証期間中に、ケープタウン

市の職員 2 名に対し、自ら運転保守が出来るよう、オペレー

ション、メンテナンス、安全管理、トラブルシューティング

に関する技術指導を実施した。また、延べ 20 名のワーカーに

対し、原材料の仕分け、投入方法に係る技術移転を実施した。 

(2) 普及活動 

6 ヶ月の実証期間に 2 回の普及セミナー（ワークショップ及

びプラント見学会）を開催し、民間企業、銀行（南部アフリ

カ開発銀行）、大学（ケープタウン大学、ステレンボシュ大学）、

及び南部アフリカ廃棄物管理協会（IWMSA）の会員など、

延べ 176 名の参加者に対して廃プラスチック油化システムの

説明と、実際に稼働するパイロットプラントの見学会を実施

し、参加者からは、大きな関心が示された。その結果、ケー

プタウンの企業と、実際の商談に繋げることができた。 

＜第 1 回普及セミナー＞ 

CFP 主催の普及セミナー（2016 年 2 月 11,12,15,16 日）にお

いては、合計 36 名の参加者を得た。 

また、ケープタウン市が調整した南部アフリカ廃棄物管理協

会（IWMSA）主催の普及セミナー（2016 年 2 月 17 日）に

おいては、合計 85 名の参加者を得た。 
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 南ア企業・大学対象：2016 年 2 月 11 日、12 日 

 南ア企業、銀行対象：2016 年 2 月 15 日、16 日 

 IWMSA 対象   ：2016 年 2 月 17 日 

＜第 2 回普及セミナー＞ 

2016 年 4 月 8 日に、ケープタウン大学の化学工学科 4 年生

55 名と Professor Harro を対象に、パイロットプラントの見

学会を実施した。 

課題 

(1) 運営・維持管理 

1) 本パイロットプラントは、あくまで実証用の小型の装置（500 

kg／日）であり、本事業後の商業ベースの運営に際しては、

大規模の正規プラントの導入が必要である。そのため、本事

業終了後のパイロットプラント設備の活用について、ケープ

タウン市には環境リサイクル、新技術の啓蒙のために教育施

設としての活用を提案した。月に数日の稼働であれば、運転

費用もあまりかからず、設備の維持、運転保守の教育をした

オペレーターの技量維持にもなる。また、ケープタウン大学、

ステレンボシュ大学などの学生の教育、研究に活かすことも

考えられ、普及セミナーに来た両大学の教員（ケープタウン

大学 Prof. Harro von Blottnitz, ステレンボシュ大学 Prof. 

Johann Görgens）と本設備の大学教育に活用に関して打合

せをした結果、本プラントの教育への活用に関して大きな関

心を示した。 

2) 環境に関しては、排ガス測定の費用が、3 回で約 200 万円と

高額である（ケープタウン市負担）。今後は、測定項目を煤

塵、窒素酸化物、硫黄酸化物などの重要項目に絞り、1 年に 1

回実施するなど、実際的なものにするよう、環境局との調整

が必要となる。 

3) 生成油の分析に関しては、ケープタウン市が実施する。 

4) 現在、埋め立て処分されているテーリング材の中には油化に

適した廃プラスチックが 43 %含まれており、今後、分別が適

切に行われ、油化システムの原材料として活用されれば、さ

らにリサイクル率を向上させることが可能である。 

5) 他方、現状、南ア通貨のランド安、原油安、また南アの銀行

借入金利が高く、油化装置を販売するためのビジネス環境と
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しては、南アの経済状況は、難しい状況にある。 

(2) ビジネス展開計画 

1) 油化装置のサービス・メンテナンス体制に関しては、現地工

事でサポートしてもらった AKURA 社と南アでの油化装置の

サービス・メンテナンスに関する MOU を締結するなど、本

事業終了後の継続的な体制を構築した。本事業を通じた成果

である。 

2) 本事業で実施した合計 2 回の普及セミナーにおいて、油化装

置の導入に関心を示した南ア企業との間で具体的な商談を進

め、南アで第 1 号となる商業プラントの受注に繋げることが

期待される。 

事業後の展開 

本普及・実証事業の結果、南ア以外の国（セネガル、ボツワナ、

タンザニア、ザンビア、エジプト、ナイジェリア）から廃プラス

チック油化装置の導入に係る多数の問合せが寄せられている。 

また、2016 年 8 月にケニヤ、ナイロビで開催されるアフリカ開発

会議（TICAD VI）などで、廃プラスチック油化装置のプロモーシ

ョンを行い、アフリカ域内での水平展開を図る。 

今後のスケジュール 

2016 年 4 月 26 日：ケープタウン市へ引渡し 

2016 年 5 月 26 日：ケープタウン市より、実証の所期の目標を終

了したこと、他方、パイロットプラントとしての特性から運用を

継続しないという仮決定がなされたため、JICA、ケープタウン市

とも密接に連絡を取りつつ、パイロットプラントの継続活用に関

心をかねてから示していた南アの民間企業 2 社（いずれも本事業

の狙いである南アの環境改善に資する企業）に設備引取を打診し

た。 

2016 年 6 月 10 日：その内の 1 社である Skoon Tegnologie（ケー

プタウンのエンジニアリング企業）より受託のレターを受領。 

2016 年 6 月 24 日：ケープタウン市と Skoon Tegnologie で設備移

設に関する打合せを行った。Skoon Tegnologie は、4 ヶ月程度で

西ケープ州内に移設場所を決め移設を完了させる予定。 

Ⅱ. 提案企業の概要 

代表企業名 株式会社 CFP 

企業所在地 
〒721-0942 

広島県 福山市 引野町 5 丁目 11 番 4 号 



xiii 

設立年月日 2003 年 10 月 10 日 

業種 合成樹脂の加工、輸出入、油化装置の販売 

主要事業・製品 主要事業：合成樹脂事業・油化事業、 製品：油化装置 

資本金 3,000 万円（2016 年） 

売上高 124,000 万円（CFP グループ合計 143,000 万円）（2014 年） 

従業員数 16 人（CFP グループ合計 38 人）（2016 年） 

構成員名 株式会社カネミヤ 

企業所在地 
〒475-0807 

愛知県 半田市 八軒町 128 番地 

設立年月日 1989 年 4 月 1 日 

業種 廃プラスチック洗浄処理機等の環境機器の製造、販売 

主要事業・製品 廃プラスチック洗浄機 

資本金 2,500 万円（2016 年） 

売上高 37,000 万円（2015 年） 

従業員数 11 人（2016 年） 
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1. 事業の背景 

（１）事業実施国における開発課題の現状及びニーズの確認 

① 事業実施国の政治・経済の概況 

 南アフリカ共和国（以下、「南ア」）は、アフリカ諸国で唯一の G20 メンバー国である。

南アは、サブサハラ・アフリカの全 GNP の約 3 割を占め、アフリカ経済を牽引している。

その一方で、過去 3 年間の実質 GDP 成長率は 3.6%、2.5%、1.9%と下降の一途をたどって

いる1ことに加え、所得格差の拡大、高い失業率（25%）に対する社会不満の広がりから、

労働ストや抗議デモが頻発している。 

このような状況に対し、南ア政府は、雇用創出と所得格差是正に焦点を当てた経済政策

の推進を図っており、特に黒人権利拡大政策（BEE: Black Economic Empowerment）2の

下、黒人の社会進出と白人との格差是正に取り組んでおり、若者の雇用の受け皿として、

インフラストラクチャー、観光に加え、自然エネルギー等のグリーンエコノミーを付加価

値の高い産業と位置付け、集中的に育てる方針を打ち出している。 

 環境に関しては、南アに数多く存在する自然保全地域の運営については世界的に高いレ

ベルにあるものの、1994 年の民主化以降は経済発展に重きがおかれ、環境問題全般に対す

る政策は十分ではなかったと指摘されている。しかしながら、1996 年制定の憲法 108 条に

おいて、全ての国民が、健康や生活に悪影響を与えないような環境を享受する権利がある

ことをうたっており、国民の環境に対する権利を保障し、国内の全ての環境関連法もこの

権利を守ることを基本に作成されている3。 

本事業の対象地域である西ケープ州の

州都であるケープタウン市は、南ア第 2 の

経済規模を持つ大都市圏であると共に、ア

フリカ全体でも第 3 位の経済圏である。市

の 総 合 開 発 計 画 （ IDP: Integrated 

Development Plan）の戦略的分野として

の 5本柱の一つである、「The Opportunity 

City として成長を続ける」ために掲げて

いる 6 つの目的のなかに、廃棄物管理サー

ビスを含む、インフラ整備主導による経済

成長と開発を促進することをあげている。

市民の健康、環境問題及び廃棄物管理に関

                                            
1 ジェトロセンサー2014 年 7 月号、JETRO 
2
 黒人権利拡大政策（BEE:Black Economic Empowerment） 

3 南アフリカ共和国の環境政策と環境・エネルギー産業の現状、日本貿易振興会 

出典：City of Cape Town Annual Report  

図 1-1：再利用された廃棄物量の推移 
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わる経済活動を鑑み、ケープタウン市は 2006 年に独自の総合廃棄物管理計画（IWMP: 

Integrated Waste Management Policy）を策定した。2009 年には、同計画が地方議会にお

ける採択を経て法令化されたことにより、ケープタウン市は、南アにおける廃棄物管理に

関わる法令を制定した最初の都市となった。 

他方、処分場に運び込まれる廃棄物の量は、年間 250 万トンを超えていた 2007 年をピー

クに、わずかに下降傾向にあるものの、2010 年以降はほぼ横ばいの状況であり、ケープタ

ウン市の廃棄物投棄量は相対的に多い。また市の人口増加率を鑑みれば、廃棄物の投棄量

は毎年 2-3%程度増えていく事が見込まれる上に、稼働中の 3 か所の廃棄物処分場が満杯状

態に近づいている。 

かかる状況を受け、ケープタウン市では新たな廃棄物処分場建設の準備を進めると同時

に、再使用やリサイクル等を活用した固形廃棄物の削減に取組んでいる。図 1-1 は、投棄さ

れた廃棄物量と再利用・リサイクルされた廃棄物量の推移を示している。廃棄物全体量に

対する割合は依然として少ないものの、再利用率が上昇していることが判る。 

② 対象分野における開発課題 

南アは、2000 年に発行された「公害・廃棄物管理白書」において、「廃棄物問題の深刻

さは受け入れがたいほどに増している」との報告がなされており、具体的な問題として、

未整備の廃棄物収集システム、廃棄物の不法投棄、非衛生的な処分場による環境破壊など

が挙げられている。今日、投棄されたレジ袋や PET ボトル等の廃プラスチックは、自然に

分解されず将来に亘って環境に留まることから、途上国に共通の持続的な発展を阻害する

環境問題の一つとなっている。南アにおいては、一般廃棄物に占めるプラスチック類の割

合は 6％、そのリサイクル率は 18%4に留まっており、有価廃プラスチックの分別回収につ

いても、一部の大都市で実施されているのみであり、有価廃プラスチックのリサイクルは

十分に行われていないのが現状である。特に、レジ袋等については、そのほとんどが廃棄

物処分場に直接投棄されており、喫緊の対策が必要になっている。 

③ 事業実施国の関連計画、政策（外交政策含む）および法制度 

このような状況の下、南ア政府は、2008 年に「国家環境管理廃棄物法（National 

Environmental Management Waste Act）」を制定（2009 年施行）（詳細は 3.（5）参照）。

2011 年には、「国家廃棄物管理戦略（National Waste Management Strategy）」を策定

し、2015 年までに処分場に廃棄されているリサイクル可能な廃棄物の 25％をリサイクルす

ることを目標に掲げているものの、廃棄物管理に係る国レベルの具体的な取り組みは、始

まったばかりである。 

                                            
4 National waste information baseline report (November 2012), Environmental affairs department, Republic 

of South Africa  
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④ 事業実施国の対象分野における ODA 事業の事例分析 

我が国は、対南アの援助の基本方針として、「成長の加速化と貧困層の底上げ」を掲げ

ており、廃棄物セクターにおける支援プロジェクトとしては、JICA により「東ケープ州廃

棄物管理能力向上プロジェクト（2005－2006 年）」が実施されている。 

南アでは、本事業の事業効果の一つに掲げている化石燃料の使用削減が、地球温暖化対

策の柱の一つになっており、南ア政府（電力省 DoE：Department of Energy）が 2003 年

に策定した「再生可能エネルギー白書」においては、2013 年までに 10,000GWh をバイオ

マス、風力、太陽光／CSP、小水力による再生可能エネルギーで賄うと共に、2020 年まで

に総発電量の 15%を再生可能エネルギーで賄うことが掲げられた。 

このような背景の下、本事業の事業効果の一つに掲げている地球温暖化対策に関わる他

ドナーの支援事業としては、これまで、再生可能エネルギーによる発電事業を中心に支援

が行われてきている。 

特に、南アで排出される温室効果ガスの約 4%を、廃棄物から排出されるメタンガス等が

占めており、廃棄物セクターにおける他ドナーの支援事業としては、フランス開発庁（AFD）

及び世界銀行が、南アで二番目に大きな都市圏であるダーバン都市圏（eThekwini）におい

て、3 ヶ所（Mariannhill、Bisasar Road、La Mercy）の廃棄物埋立処分場から排出される

メタンガスを回収、燃焼し、発電するための施設の建設事業を、2006 年から実施中である。 

地球温暖化対策に関連する主な他ドナーの支援事業は、下表のとおり。 

表 1-1：地球温暖化対策に関する主な他ドナー支援事業 

事業名 事業概要 ドナー 対象地域 実施年 融資額 
Durban Landfill 
Gas-to-Electricity 
Project 

廃棄物処分場のメタ

ンガス回収・発電 
世界銀行 

Durban 
(eThekwini) 

2004 
on going 

15.0 M USD 

eThekwini: Promoting 
renewable energy 
with Durban 

廃棄物処分場のメタ

ンガス回収・発電 
フランス開発庁 

（AFD） 
Durban 

(eThekwini) 
2006 

on going 
6.0 M EUR 

Renewable Energy 
Market 
Transformation 

電力セクター 
リフォーム 

世界銀行 ― 2007 6.0 M USD 

South African Cities 
Energy Efficiency and 
Renewable Energy 
Program 

電力セクター 
リフォーム 

世界銀行 ― 2009 0.4 M USD 

Eskom Renewables 
Support Project 

風力発電所建設 世界銀行 西ケープ州 2011 1,228 M USD 

ESKOM Renewable 
Energy Invest. Project 

風力発電所建設 
アフリカ開発銀行 

（AfDB） 
西ケープ州 2011 28.8 M UAC 

Xina Solar One 
Project 

CSP 発電所建設 

EIB、AfDB、KfW 
AFD、世界銀行 

KfW 
＊協調融資 

北ケープ州 2012 

75.0 M EUR 
(EIB) 

142 M USD 
(AfDB) 

出展：共同企業体作成                                     
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（２）普及・実証を図る製品・技術の概要 

製品名 廃プラスチック油化装置 
製造・販売 株式会社 CFP（代表企業） 

製品基本仕様 
処理能力：500 kg／日 処理方式：熱分解（連続投入式） 
対象プラスチック：PP、PE、PS 生成油収率：60-80 %程度 

製品価格 30,000 千円（機材費原価、据付工事費等を除く） 

製品の特長 

500kg の廃プラスチックから最大 500L/日のリサイクル油を生成できる

油化装置。リサイクル油は発電機等の燃料として使用可能である。 
 

 
発電機    油化装置   押出機   粉砕機  洗浄機 

         【CFP】             【カネミヤ】 
 

国内外の 
販売実績 

【国内納入実績】 
福岡（試験機 1 基）、広島（実証機３基、80kg バッチ式 1 基）、 

埼玉（4000kg／日 1 基） 
【海外納入実績】 
マレーシア（4000kg／日 1 基） 

他社製品との 
比較優位性 

 PP（ﾎﾟﾘﾌﾟﾛﾋﾟﾚﾝ）、PE（ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝ）、PS（ﾎﾟﾘｽﾁﾚﾝ）の分別不要 

 特許技術（申請中）により低温固化しない生成油の製造が可能 

 連続投入式により従来のバッチ式に比べ 5 倍程度の生成能力 

価格 

・油化装置 1 台当たりの製造原価：3,000 万円 

・油化装置 1 台当たりの販売価格：4,500 万円 

・本事業での機材費総額（輸送費・関税等含む）：6,060 万円 

 
製品名 廃プラスチック洗浄処理機 

製造・販売 株式会社 カネミヤ（構成員） 

製品基本仕様 
処理能力：約 200 kg／時 水使用量：約 20 リットル／時 
本体重量：840 kg 外形寸法：4.8 × 1.4 × 2.1 m 

製品価格 4,700 千円（機材費原価、据付工事費等を除く） 

製品の特長 
これまでリサイクルが困難だった食品や泥等の汚れの付着したビニール

袋等の廃プラスチックをリサイクル可能な原料として洗浄処理する機

材。 
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従来型の廃プラスチック洗浄処理機（プール式） 
カネミヤ機材 

（ホンダ和光ビル） 
 

国内外の 
販売実績 

【国内納入実績】 
伊藤ハム、カゴメ、日本コカ･コーラ、ホンダ、日清食品、丸大食品、 
日産自動車、山崎製パン、他 

【海外納入実績】 
ロサンゼルス市食品加工工場、オークランド市分別処理工場、ロサンゼ

ルス市製袋工場（アメリカ合衆国 カリフォルニア州） 

他社製品との 
比較優位性 

 高性能  ：1 時間当たり 200 kg の廃プラスチックを洗浄処理 

 省スペース：必要スペース 4.8m x 1.4m x H2.1m（大規模な建屋不要） 

 ローコスト：従来の洗浄処理機に比べ洗浄水の消費水量 1/10 以下 

価格 
・1 台当たりの製造原価：500 万円 

・1 台当たりの販売価格：1,000 万円 

 

2. 普及・実証事業の概要 

（１）事業の目的 

本事業は、南アの持続的な発展を阻害する要因の一つである廃棄物による環境問題の改

善に向け、ケープタウン市の廃棄物分別処理場において、各種ビニール袋等の廃プラスチ

ックを洗浄・油化し、自家発電機の燃料としてリサイクルするための一連の設備を導入す

ることにより、これまで野外の廃棄物処分場に直接投棄されていた廃プラスチックを削減

し、持続的な廃棄物管理に向けたリサイクル・システムを構築すると共に、将来的には新

たなリサイクル技術の導入を通じて地域の雇用を創出することにより南アが抱える開発課

題の開発に貢献するもの。 

 

（２）期待される成果 

本事業の実施により以下の直接的な事業効果が期待される。 
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表 2-1：本事業の主な開発事業効果 

事業効果 1 

【環境問題の低減】 
廃プラスチック（PE/PP/PS）を油化することが出来ることを実証し、南アで新しいプ

ラスチックのリサイクル方法の普及を行い、今後の廃棄物の削減、リサイクル率の向

上に繋げる。500kg／日の廃プラスチックを生成油にリサイクル出来る。 

事業効果 2 
【新エネルギーの創出】 
廃プラスチックから新しい燃料（生成油）を製造、バーナー燃料、発電燃料として使

用できることを実証し、新たな燃料の創出を生み、石油燃料の使用削減に繋がる。 

事業効果 3 
【新たな雇用の創出】 
実証運転期間中に、オペレーター2 名、ワーカー6 名が従事し、新たな雇用の創出に繋

がる。 

事業効果 4 

【普及】 
セミナーと広報活動により、南アフリカで 177 名が実際にセミナー参加し実際に稼働

するプラントを見学。南アにおいて廃プラスチック油化システムの存在を広く普及さ

せることが出来た。また、本事業通じて南ア以外のアフリカの国々から多数の問合せ

が寄せられており、今後の商業用プラントの販売に係るビジネス機会を得た。 

事業効果 5 
【地域経済への貢献】 
国内で約 6 千万円の機材調達を行い、また、南アでも約 18 百万円の現地調達（工事含

む）を行い、国内、南ア双方の地域経済へ貢献した。 

出展：共同企業体作成 
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（
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事
業
の
実
施
方
法
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作
業
工
程

 

表
 2-2

：
作
業
工
程
表

 

 

8 9,10 11,12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8

事前協議 CoCT/ST

ケープタウン市内部承認 CoCT

MOA内容協議、署名 CoCT/ST

詳細設計 ST

機器調達 ST

機器製造 ST

輸出前試運転 ST

海上輸送 ST

現地

建築工事 ST

機器据付・試運転 ST

セミナー開催 ST

実証運転・トレーニング CoCT/ST

環境アセスメント CoCT

機器製造 ST 日本

環境アセスメント/大気許可 CoCT

建築確認申請・消防申請 ST

現地調達 ST

建築工事 ST

機器据付・試運転 ST

セミナー開催 ST

実証運転・トレーニング CoCT/ST

(3 )見直しスケ
ジュール

（2015年3月見
直）

ST: CFP and KANEMIYA Survey Team

CoCT: The City of Cape Town

JICA: Japanese International Co-operation Agency

2013
項目

ケープ市

20162015

(2) 実施段階

（オリジナル）

(1) JICA/ST-CoCT
MOA 段階

2014

日本

ケープ市

担当 場所

ケープ市

▼

▼MOA署名

1st 2nd 

日本人SV派遣

▼

EAP任命

引渡し

海上輸送

1st 2nd 

実証運転期間：2015年10月26日～2016年4月26日
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（
４
）
投
入

 

①
 
日
本
側
投
入

 

1) 
日
本
人
専
門
家

 

表
 2-3

：
要
員
計
画
表

 

 

　　 現地 国内

(42)      (14) (15)

  

　 　 　

(16)

 (34)

(16)

(16)

(3) (3) (3) (3) (3) (3) (3) (3) (3) (3) (3) (3) (3) (3) (3) (3) (3) (3) (3) (12) (16) (11) (15) (10)

(2)

 (6)

12.70 4.00

＜凡例＞ : 現地業務 : 6.57 10.15

0.90 2.10

0.30 2.70

13.60 6.10

6.87 12.85　　　　　人・月計（実績）

国内業務

受注企業　人・月計（予定）

受注企業　人・月計（実績）

外部人材　人・月計（予定）

外部人材　人・月計（実績）

　　　　　人・月計（予定）

(6)

0.90

実績 0.60(6)

環境社会配慮
寺 垣 ゆ り や
大 原 啓

㈱アンジェロ
セック

予定
(6) (6)

(4) (3)

(3) (4) (3)

0.50

実績 1.65(3)  　 (20) (10)

(9) (9)

0.50

実績 0.15(3)  

1.20

実績 2.10(6) (20) (6) (8)

 

(60)
3.00

実績 8.35(3) (3) (18) (10) (5) (4) (3)

国
内
業
務

業務主任／
事業運営管理

佐 藤 哲 也 ㈱CFP
予定

広報・普及促進
ロビンソン 亜希子
正 木 隆 介

㈱CFP
予定

チーフアドバイ
ザー／
事業開発企画

大 原 啓
㈱アンジェロ

セック

予定
(6)

機材計画 間 瀬 隆 一 ㈱カネミヤ
予定

(3)

0.60

実績 0.30(9) 　

実績 0.53

(15)
0.50

機材計画 間 瀬 隆 一 ㈱カネミヤ
予定

(9) (9)

環境社会配慮
寺 垣 ゆ り や
大 原 啓

㈱アンジェロ
セック

予定
(9)

配管工事
長 谷 川 稔 洋
門 田 基 治

㈱ CFP（工事）
予定

(9)

0.00

0.60

実績 0.30(9)  　

電気工事監理・試
運転

山 下 貴 史 ㈱CFP（工事）
予定

(15)

実績 1.13

油化装置技術指導 田 崎 真 俊
㈱リサイクルエナ

ジー

予定
(90) (15)

0.50

実績 0.53
　

3.50

実績

実績 0.53

工事監理・試運転 田 崎 真 俊
㈱リサイクルエ
ナジー（工事）

予定
(60)

2.00

機械工事監理
山 嶋 潔
土 利 川 和 之

㈱CFP（工事）
予定

(15) 0.50

実績 0.30(9)

広報・現地調達
ロビンソン 亜希子
正 木 隆 介

㈱CFP
予定

(9) (9)

(9) (9) (8)

(15)
1.10

(9) (9) (60) (15)
3.40

現
地
業
務

業務主任／
事業運営管理

佐 藤 哲 也 ㈱CFP
予定

(9)

実績

チーフアドバイ
ザー／
事業開発企画

大 原 啓
㈱アンジェロ

セック

予定
(9)

0.30

実績 0.00

3.23

合計（人/月）
3 4 5 6 7 8 9 10 11 4 5 6 7 8 910 11 12 1 2 3

担当 氏名 所属
2014年 2015年 2016年

12 1 2 3 4 5 6 7 8 9
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2) 資機材 

表 2-4：供与資機材リスト（主要機材） 

 機材名 型番 数量 納入年月 

1 油化装置（日本、CFP） 500kg/day 1 2015 年 10 月 

2 洗浄機 （日本、カネミヤ） Bun-sen 1 2015 年 10 月 

3 粉砕機 （日本） DAS-42 1 2015 年 10 月 

4 押出機 （日本） 75mm 1 ﾍﾞﾝﾄ式 1 2015 年 10 月 

5 発電機 （南ア） 150kva 1 2015 年 10 月 

6 窒素発生器 （南ア） 3.6m3/min, 7bar 1 2015 年 10 月 

７ 空気圧縮機 （南ア） 0.66m3/min, 7bar 1 2015 年 10 月 

8 真空掃除機 （南ア） 360m3/h, 20L 1 2015 年 10 月 

出展：共同企業体作成 

 

② 相手国政府関係機関側投入 

運転要員 8 名（運転員 2 名、作業員 6 名） 

 

（５）事業実施体制 

南ア側の事業実施機関を含む本事業全体の実施体制については、下図のとおり。 

図 2-1：実施体制図 

 

（６）相手国政府関係機関の概要 

① カウンターパート 

本事業は、ケープタウン市 公共サービス部門をカウンターパートに実施する。同部門は、

廃棄物分別処理場、廃棄物処分場等の施設管理を行っている。また、本事業の機材はケー

 

 

相手国側事業実施機関（C/P） 

ケープタウン市 公共サービス部門 

  機材設置施設提供 

  人員配置 

  機材運営・維持管理 

 

株式会社アンジェロセック 

  開発事業案件形成・ビジネス計画立案 

  組織調整・実施体制構築 

  環境社会配慮 

提案企業体（中小企業） 

株式会社 CFP、株式会社カネミヤ共同企業体 

  機材設計・製作・据付・施工監理 

  実証事業技術指導・機材保守点検 

  普及・広報活動 

 

現地パートナー（外部人材/現地再委託）

it k ）Akura Manufacturing Engineering Company 

  現地調達支援 

  施工監理支援 

  現地業務調整支援 

コンサルタント（外部人材） 
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プタウン市の市営廃棄物分別処理場に設置する。 

◆ カウンターパート：ケープタウン市 公共サービス部門（Utility Services Directorate） 

住所 9th floor (2-bay side), Civic Centre, Herzog Boulevard, Cape Town 

TEL +27 (0) 21 400 2992 FAX +27 (0) 86 576 1355 

② ケープタウン市の廃棄物管理の状況 

ケープタウン市は、南部の西ケープ州の州都であり、ヨハネスブルグ／プレトリアに次

いで南ア第 2 位の経済規模を持つ大都市圏であると共に、アフリカ全体でも第 3 位の経済

圏である。 

ケープタウン市の廃棄物の量は、経済活動の発展と共に年 7 %程度増加し、2011/12 年に

排出された 1,890,737 トンの廃棄物のうち、実に 1,698,563 トン（89.8 %）もの廃棄物が野

外の処分場に直接投棄されており、市がこれまでに建設した 3 ヶ所の廃棄物処分場は、既

に容量に達し閉鎖され、現在、稼働中の 3 ヶ所の廃棄物処分場についても、2013 年中に 1

ヶ所が満杯になる他、既に地上から 65m の高さにまで廃棄物が積み上がっている処分場も

ある。 

このように増加する廃棄物問題に対し、ケープタウン市は、2006 年に最初の総合廃棄物

管理計画（IWM : Integrated waste management policy）を策定。2013/14 年の最新の計

画では、廃棄物の増加率を現在の年 7 %から 2.5 %に削減することを目標に掲げている。ま

た、市では、計画の実現に向け、廃棄物分別処理場の整備等、廃棄物削減に係る様々な 3R

活動を展開中である。 

表 2-5：ケープタウン市が実施中の主な 3R 活動 
活動項目 活動概要 

政策 総合廃棄物管理計画(IWM) 
市の廃棄物削減に係る目標値及び実施計画を定めた

もの。 

法制度 ｹｰﾌﾟﾀｳﾝ市廃棄物管理条例  
種類ごとのゴミの収集、分別、処分方法等を規定し

た市条例。 

施設整備 
廃棄物分別処理場（2 ヶ所） 有価物を分別・リサイクルする専用の分別処理施設。 

廃棄物中間集積場（3 ヶ所） 
遠隔地のゴミを一時貯留・圧縮し処分場に輸送する

集積施設。 

市民参加 

IWEX 
 (Integrated Waste Exchange) 

ゴミ排出する企業と有価物を購入する企業が市の専

用サイトに登録し、直接ゴミの取引を行えるシステ

ム。 

Think Twice 
市の委託業者が各家庭に配布した専用ゴミ袋で液体

の付着していない紙、ガラス、金属等の有価物を分

別収集する。 
教育・啓蒙 WasteWise Schools 市民に対する環境教育及び指導者養成プログラム。 

出展：共同企業体作成 
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3. 普及・実証事業の実績 

（１）活動項目毎の結果 

① 活動結果 1：詳細設計（2014 年 3 月から 5 月まで） 

廃プラ油化装置は、CFP の最新の研究開発により、ワックス分が低いため低温固化しな

い、より高品質な生成油を製造する技術（特許申請中）を反映させたことで、仕様変更と

なった。油化装置詳細設計は、予定通り 2014 年 6 月に完了した。 

② 活動結果 2：機器調達（2014 年 7 月から 2015 年 8 月まで） 

国内機器調達は、2014 年 7 月から 9 月で油化装置製作、押出機、洗浄機、粉砕機、電気

機材の発注を予定通り行った。2014 年 11 月に機器を CFP 本社工場（広島県福山市）に搬

入し、仮設置後試運転を行なった。 

現地機器調達は、現地機械業者と打ち合わせをする中で、南アでは、圧力容器は EU か

ASTM 基準を適用しなくてはならない事が判明した。そのため、当初国内調達を予定して

いた窒素発生機、空気圧縮機は現地調達に変更する。 

現地調達・工事支援をするサービス契約を WastePlan 社に委託していた。WastePlan 社

はケープタウン市と業務委託契約を結び廃棄物管理に携わっているため、ケープタウン市

より、今後、油化装置を設置する Kraaifontein 工場の操業契約更新入札に WastePlan 社が

出る場合、同社が市をカウンターパートとする本事業に関わりがあるのは公正調達の観点

で好ましくないとの判断が出たため、WastePlan 社との契約を解除し、2014 年 9 月に新た

に AKURA Manufacturing Engineering Company(PTY)LTD と契約した。 

現地機器調達品の発電機、窒素発生器、空気圧縮機、真空掃除機は、環境許可、建築許

可の下りた 2015 年 8 月に発注し同年 10 月に現地に設置した。 

③ 活動結果 3：機器製作（2014 年 7 月から 11 月まで） 

油化装置製造は、2014 年 11 月までに完了し、CFP 福山本社工場（広島県福山市）に仮

設置し、試運転・調整を行った。 

④ 活動結果 4：建築工事 

現地での建築設計（消防を含む）は、現地建築設計事務所の Barlow Designs に 2014 年

5 月に発注し建築設計をスタートした。しかし、納期までに設計を提出しない等パフォーマ

ンスが良くなく、ケープタウン市からも環境アセスメントを進めていく上でタイムリーな

作業が行えないとクレームが出たため、建築設計コンサルタントを 2015年 2月に変更した。

新しい建築コンサルタントは、ケープタウン市が推奨し、既設 Kraaifontein 工場の設計コ

ンサルタントで実績がある Jeffares＆Green である。PAEL(Provisional Atmospheric 
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Emission Licence)が 2015 年 7 月に出た後に、速やかに建築確認申請を行い、2015 年 9 月

16 日に建築許可を取得、建築工事を開始し、2015 年 10 月に完了した。 

   

鉄骨・防油堤工事 建屋工事 建築全景 
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設置 
場所 

ケープタウン市営クラーイフォンテン廃棄物分別処理場 

敷地 
面積 

施設全体 約 30 ha 機材設置場所 725.4 m2 

案内図 

施設 
配置図 

据付 
建屋 
平面図 
側面図 

 

 

設置場所

2.5 5.0 10.0 km 

50 100 200 m 



14 

⑤ 活動成果 5：機器据付・試運転 

2014 年 11 月に CFP 福山本社工場に油化システム機器を仮設置し試運転を行なった。現

地での機器据付・試運転は、現地の環境許可と建築許可を得た後、日本から機器を 2015 年

8 月 16 日に神戸港を出航して海上輸送で 2015 年 9 月 27 日にケープタウン港に到着し、通

関後 9 月 29 日に Kraaifontein に搬入された。機器の設置活動は 2015 年 10 月 6 日より開

始、10 月 16 日にほとんどの機器の設置を完了。試運転は、2015 年 10 月 19 日に開始し、

10 月 23 日に完了し、2016 年 11 月 4 日に竣工式を行なった。 

   

プラント全景 実証運転チーム 竣工式 

 

⑥ 活動成果 6：実証運転 

1) 現地投入材料の調査 

実証運転を始める前に、クラーイフォンテン廃棄物分別処理場で供給される原材料とな

る廃プラスチック（PE/PP/PS）は、12 種類の材料に分類される。本調査では 12 種類の材

料をサンプルとして日本にある CFP の研究所に持ち返り、それぞれの特徴と油化材料とし

て適しているかどうかの検証を行った。結果は表 3-1 のとおり。 
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表 3-1：現地材料（PE/PP/PS）の分析結果 

出展：共同企業体作成 

調査結果で、①油化に適した材料、②油化に適さない材料、③油化に適した材料と混ぜ

合わると油化可能な材料の三つに分類する事ができた。 

油化に適した材料は、ディーゼルリッチ油であり、生成した油はそのまま 100%でディー

ゼル発電機、バーナーの燃料として利用できる。油化に適さない材料は、材料の中に EVA、

EVOH、PVC、PA など油化をすると悪影響を及ぼす物質が含まれている事が理由である。

分類した結果は表 3-2 のとおり。 
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表 3-2：材料の分類 

 

油化に適した材料 （ディーゼルリッチ油相当） 

I. レジ袋等 （PE） 

  残渣量は多いが利用可能。 

II. プラスチックバック（PE） 

   少量のワックス分あり。  

III. ミルク容器 （PE） 

油化に適した材料ではあるが、本油化装置の粉

砕機は、フィルム専用となっているため、別の

方法で粉砕していく必要あり。 

 

油化に適さない材用（ナフサリッチ オイル） 

IV. 食品袋（PP） 

原料の中に EVOH が含まれているため、油化を

する課程で多くの水が発生する。 

V. ストレッチフィルム （PE） 

原料の中に EVOH と PA が含まれているため、

油化の過程で多くの水が発生する。 

VI. ゴミ袋（透明） （PE） 

PVC が含まれているため、油化の過程で有毒

なガスが発生する。 

 

油化に適した材料と混ぜると利用可能             

VII. 網 （PP） 

油化に適した材料ではあるが、本油化装置の粉

砕機は、フィルム専用となっているため、別の

方法で粉砕していく必要あり。 

VIII. 食品容器 （PS） 

ナフサ分が多い。 

IX. 雑誌包装袋 （PP） 

少量の EVA が含まれている。 

X. フィルム（透明）（PP） 

ナフサ分が多い。 

XI. スナック袋 （PP） 

アルミニウムが圧着されており、多くの残渣を

生じる。 

XII. プリン容器（PP） 

油化に適した材料ではあるが、本油化装置の粉

砕機は、フィルム専用となっているため、別の

方法で粉砕していく必要あり。 
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2) 現地材料を使用した油化装置の性能検証 (最大投入 500 kg/日) 

クラーイフォンテン廃棄物分別処理場から供給された原材料を使用して油化装置の性能

検証を行った。 

調査方法とし実証期間中フルロードテスト（1 日最大投入量 500 kg/日）を 3 回実施した。

フルロードテストの結果は表 3-3 のとおり。 

表 3-3：フルロードテスト結果比較（日本と南ア） 

 項目 
（日本）  

2015/5/25 

1 回目 

（南ア） 

2016/1/15 

2 回目 

(南ア) 

2016/3/25 

3 回目 

(南ア) 

2016/4/4 

平均 

(南ア) 

1 

材料           

  

材料の種類 

Clean PE 
film 

PE (100) 

Dirty PE 
film 

PE (100) 

Dirty 
PE,PP 

PE (80) : 
PP (20) 

Dirty 
PE,PP,PS 
PE (80) : 
PP (15) : 
PS (5) 

Dirty 
PE,PP,PS 

  投入量（kg） 500 500 500 500 500 

2 

生成物           

  生成油（L） 512 348 378 341 355 

  収率（%） 80% 54% 59% 53% 55% 

  発電量（kwh） - 394 392 459 415 

3 

消費量           

  発電機燃料 150 140 130 156 142.0 

  生成油（L） 84 108 84 90 94.0 

  バーナー燃料（L）  - 6 6 5 5.7 

  既設電気使用量（kw） 0 177 107 122 135.3 

4 貯油量 （L） 278 100 164 95 120 

5 

廃棄物           

  残渣量（kg） 11 65 49 53 56 

  洗浄機（残渣）（kg） 1 35 25 30 30 

6 

運転・保守（時間）           

  運転時間（時間） 15:00 20:00 14:00 15:15 16:25 

  保守時間（時間） 0:00 0:00 0:00 0:40 0:13 

7 

オペレーター・ワーカ―（人）           

  オペレーター 2 2 2 2 2 

  ワーカー 4 6 5 6 5.6 

出展：共同企業体作成 
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日本（福山市）で実施したフルロードテストでは、500 kg の材料投入に対して生成量 512 

L、回収率 80 %であった一方、南ア（ケープタウン市）で実施した結果は、生成量 355 L

（回収率 55 %）となった。 

生成量（回収率）の差異は、現地の原材料である廃プラスチックの成分上の違いが影響

していると想定される。 

日本（福山市）では投入材料として、クリーンな PE フィルムを投入したのに対して、南

ア（ケープタウン市）では、汚れた材料（PE/PP/PS）を原材料として使用した。 

これらの原材料は、CaCO3 などの添加剤（増量剤）が日本に比べ多く、汚れも多いこと

が想定される。添加剤や原材料に付着した汚れは、油化されず残渣として分解炉に残る。

よって、フルロードテスト後の残渣量は、日本（福山市）では 11 kg（2.2 %）であったの

に対して、南ア（ケープタウン市）では平均 56 kg（11.2 %）となった。 

生成された油は、ディーゼル発電機の燃料、本油化装置のバーナー燃料として使用した。

また 2 月に実施した普及セミナーでは、フォークリフトの燃料として使用し、いずれも問

題なく正常に稼働した。 

  
第 1 回フルロードテスト  
（2016 年 1 月 15 日） 

第 1 回フルロードテスト 
（2016 年 1 月 15 日） 

第 2 回フルロードテスト 
（2016 年 3 月 25 日） 

第 1 回よりも技術が向上された事により、運転

は、スムースに実施された。 

第 2 回フルロードテスト 
（2016 年 3 月 25 日） 

オペレーターA：油化装置本体の運転、管理 
オペレーターB：前処理の工程管理 
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第 3 回フルロードテスト 
（2016 年 4 月 4 日） 

投入材料として、3 種類の原料 PE/PP/PS を使用

した。 

第 3 回フルロードテスト 
（2016 年 4 月 4 日） 

オペレーター2 人、アシスタント 6 人で対応。 

写真：南ア（ケープタウン市）でのフルロードテストの様子 

第 1 回目の南アにおけるフルロードテスト（500 kg/日）では、運転時間として、20 時間

を要した。これは、2015 年 5 月 25 日に、日本（福山市）で実施されたフルロードテスト

では、運転時間が 15 時間であったことと比べ、5 時間長く運転していたことになる。 

運転時間が 5 時間長くなった原因としては、現地スタッフの経験不足によるものが大き

かった。材料の過剰投入が原因により、前処理工程の部分で材料の詰まりが生じた。それ

によって詰まりを取り除く作業が発生し多くの時間を費やした。 

2 回目、3 回目のフルロードテストでは、技術指導の結果、現地スタッフの技術レベルが

向上したことにより、日本（福山市）での運転時間と同等（約 15 時間前後）で完了するこ

とができた。また、安定的な材料の投入と運転により、運転時間の短縮、さらには電気使

用量、水道量を削減することができた。 

表 3-4 及び表 3-5 は、日本（福山市）と南ア（ケープタウン市）での運転パターンを示し

たものである。 
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表 3-4：フルロードテスト運転：日本（福山市） 

 

表 3-5：フルロードテスト運転：南ア（ケープタウン市） 

 
出展：共同企業体作成 

3) 最終廃棄物の分類調査 

クラーイフォンテン廃棄物分別処理場では、回収された廃棄物を再生可能な材料に分類

し、マテリアル・リサイクルしている。 

本工程で分別できずに残ったものが、最終廃棄物（テーリング材）として埋め立て処分

される。本調査の目的として最終廃棄物となるテーリング材の中に本油化装置の原材料に



21 

適した廃プラスチックがどの程度含まれているか調査を実施した。調査方法は以下のとお

り。 

調査方法:  

テーリング材に含まれている PE/PP/PS の割合を調査。 

(ア) 山積みになったテーリング材の中からサンプルとして無作為に約 50 kg の廃棄物

を 3 日間で 3 回採取。 

(イ) 50 kg ずつに分類されたサンプルを、PE/PP/PS、及びその他の廃プラスチック類

に分類し、各重量を計測した。 

以下、表 3-6 は、サンプル毎の種類と重量。図 3-1 は、三つのサンプルを合計した時の

種類と割合である。 

表 3-6：最終廃棄物（テーリング材）の分類調査 

 
出展：共同企業体作成 

 

出展：共同企業体作成 

図 3-1：最終廃棄物（テーリング材）の種類と割合 

三つのサンプルを分別し、計量した結果、全体の 42.6 %は、油化装置の原材料とするこ

とが可能な PE/PP/PS であることが判った。 

また、全体の 20 %は、分別することにより再利用可能な PET 容器等の廃プラスチック

1 18 March 2016 50.0 (100%) 10.0 (20%) 16.0 (32%) 4.0 (8%) 4.0 (8%) 1.0 (2%) 4.0 (8%) 11.0 (22%)
2 22 March 2016 51.0 (100%) 5.0 (10%) 11.0 (21%) 3.0 (6%) 11.0 (22%) 1.0 (2%) 14.0 (27%) 6.0 (12%)
3 23 March 2016 61.0 (100%) 5.0 (8%) 11.0 (18%) 4.0 (6%) 17.0 (28%) 1.0 (2%) 11.0 (18%) 12.0 (20%)

162.0 (100%) 20.0 (12%) 38.0 (23%) 11.0 (7%) 32.0 (20%) 3.0 (2%) 29.0 (18%) 29.0 (18%)

PS
Other Plastics 

(PET etc) Can Papers
Other

( waste)

Total
( Kg) 

No Date

Total

Type of materials (kg)/(%)

PE PP
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であった。 

調査の結果、最終廃棄物を再度分別を行えば、さらにリサイクル可能な材料が多く含ま

れていることが判った。 

 

サンプルとして山積みになったテーリング材を

採取。 
1 回当たり 3 箇所からテーリング材を採取。各サ

ンプルは、50kg 程度。 

表示されているプラスチック分別番号を参考に

分別。 
     現地スタッフにより分別作業を実施。 

種類ごとに分別。 分別された材料の重量を計測。 

写真：テーリング材の分別作業の様子 
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4) 保守・稼働費用 

実証期間（6 カ月間）本装置の保守費用は R5,185 となった。保守が必要なった箇所はバ

ーナーフィルター、バーナーノズル、発電機の定期サービス（250 時間毎）となった。表

3-7 に保守品と費用を示す。また、表 3-8 に 1 日当たりの稼働コスト（期間中に実施したフ

ルロードテストを基に試算）を示す。 

表 3-7：保守費用 

保守品 
費用 

(ZAR) 
回数 

合計費用 

(ZAR) 

バーナーフィルター 120 5 600.00 

バーナーノズル 300 2 600.00 

発電機 定期保守点検 (稼働 250 時間毎) 3,985 1 3,985.00 

合計費用 5,185.00 

出展：共同企業体作成 

表 3-8：稼働コスト 

原材料コスト 50 0kg × R 1.75 /kg  R 875/日 

労務費  運転手 R 20, 000/20 日 x 2 人 R 2,000/日 

  ワーカー R 5, 000/20 日 x 6 人  R 1,500/日 

電気費  一次電源 5.7 kwh @  R1.65 /kWh  R 10/日 

 発電機    415 kwh (生成油使用)  0 

燃料費  バーナー燃料  94 L (生成油使用)  0 

  発電機 142L (生成油使用)  0 

水道費  0.1353m3 @  R26/m3                               R 4/日 

汚水処理費  既存の下水へ排水 0 

残渣処理費 56 kg  0 

合計稼働コスト/日  R 4,389  

出展：共同企業体作成 

表 3-9 は、生成油 1 リットル当たりの生成に要するコストを、第 2 回目のフルロードテ

スト（PE/PP/PS）の結果に基づき算出したものである。 
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表 3-9：1 リットルあたりの生成コスト 

出展：共同企業体作成 

5) カウンターパートによる継続的な活動 

運転/保守の技術継承について、実証期間中、技術の継承活動に当たり、運転時間合計 367

時間 10 分、保守作業時間合計 239 時間を費やした。 

項目 

500 kg/日 

汚れあり PE80%/PP20% (R1.75/kg) 
1 日当たり (ZAR) 

回収率: 59%  

Pyrolysis Oil Conversion     

廃プラスチック（材料）費 500kg  @ 1.75R/kg 875 

水使用費 0.107m3/d x @ 26R/m3 3 

電気使用量 発電機 392kw（生成油 130L 使用） 0 

  既設電気   6kw @1.65R/kw  10 

バーナー燃料費 生成油 84L 使用 0 

人件費  オペレーター R750/d (R2000/20days)  x 2p  1,500 

          ワーカー R150/d(R3000/20days)  x 4p  600 

保守費用 
発電機定期メンテナンス  

R3500÷250 時間当たり×14 時間/日 
196 

残渣 ケープタウン市所掌, 49kg/d （9.8%） 0 

排気ガス測定（R200,000） ケープタウン市所掌 0 

生成油分析 ケープタウン市所掌 0 

生成油（税金）（by SARS） ケープタウン市所掌 0 

汚水処理費 既存の下水へ排水, 107L/d  0 

油化設備費 

JICA 事業費 

0 

油化装置  

前処理  

設置工事  

基盤工事  

合計 （稼働コスト） 3,184 

油生成費 500kgx0.59/0.78 =378L   

生成油（内訳） 

バーナー燃料 84L/日 22.2% 

発電機燃料    130L/日  34.4% 

貯油量    164L/日 43.4% 

生成油コスト   R 3,184 / 164L  R 19.41/L 
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表 3-10 に各月の運転時間と保守時間を示す。 

表 3-10：油化装置稼働実績（運転＆保守） 

調査項目 
10 月 

2015 
11 月 12 月 

1 月 

2016 
2 月 3 月  4 月 合計 

稼働時間 

(hr) 

運転 13:00 50:00 48:40 95:20 77:05 33:40 49:25 367:10 

保守 21:00 97:00 21:50 27:30 21:50 39:30 15:10 243:50 

出展：共同企業体作成 

(ア) メンテナンストレーニング  

油化装置のメンテナンストレーニングは、運転技術を習得するのと同等に必要な技術で

ある。オペレーターのメンテナンストレーニングには、特に多くの時間を費やし、技術移

転を実施した。 

(イ) バーナー調整、定期保守作業 

実証運転の開始後、日本との材料の違いにより、度々バーナーポンプに詰まりが生じ、

特に、油化装置のバーナー調整に時間を費やした。なお、この問題は、日本では一度も発

生していない。 

  

前処理工程の運転の様子 バーナーポンプメンテナンス様子 

カートリッジオイルフィルター（取替え部） 発電機は 250 時間毎に保守点検 
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バーナーノズルに汚れが付着した為洗浄 オイルフィルターを取り外し洗浄 

写真：運転と保守作業の様子 

6) オペレーターへの技術移転 

実証期間中、ケープタウン市から派遣された 3 名のオペレーター候補生の訓練を行った。

訓練内容として、実証運転を通した訓練と講義形式の研修を実施した。講義内容は、表 3-11

に示すとおり。さらに、実証期間中にアシスタントとして派遣された総数約 20 名のワーカ

ーに対し、技術移転を実施した。 

表 3-11：講義内容 

課程  参加有無 

<<油化装置の基礎教育>> 
基礎知識（油について） ✔ 
基礎知識（プラスチックについて） ✔ 
油化装置の特徴について  ✔ 
生成油の製造工程 ✔ 
生成油の成分について ✔ 
油化に適したプラスチック、適さないプラスチック  ✔ 
油化装置の運転方法について  ✔ 
安全上の注意 ✔ 
油化装置の保守＆安全確認について ✔ 
トラブルシューティング ✔ 

出展：共同企業体作成 

講義 1 日目：油化の基礎知識 
ケープタウン市から派遣れた 3 人のオペレーター候

補が受講 
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講義 2 日目：運転＆保守方法について 2 日間の受講後に参加証を授与。 

写真：講義の様子 

⑦ 活動成果 7：セミナー開催 

1) 第 1 回普及セミナー 

2 月 11 日、12 日、15 日、16 日 CFP 主催の第 1 回普及セミナーを実施し、35 名の参加

者を得た。また、ケープタウン市が調整した南部アフリカ廃棄物管理協会（IWMSA）主催

の普及セミナー（2016 年 2 月 17 日）においては、合計 85 名の参加者を得た（参加者合計

120 名）。 

参加者は、現地の民間会社、大学、南アフリカ開発銀行などであった。日本の熱分解の

技術に多くの参加者が興味を示した。 

 

油化装置について講演 サイト見学会実施 第 1 回参加者 

2) 第 2 回普及セミナー 

2016 年 4 月 8 日に、ケープタウン大学の化学工学科 4 年生 55 名と Professor Harro を

対象にプラント見学会を実施。多く質問が寄せられ、熱心に油化装置のプロセスを理解す

る姿勢が伺えた。 
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ケープタウン大学生見学会の様

子 
紹介＆デモンストレーション

（生成油を発電機へ） 
第 2 回参加者  

 

（２）事業目的の達成状況 

事業効果 1 

【環境問題の低減】 
廃プラスチック（PE/PP/PS）を油化することが出来ることを実証し、南アで新しいプ

ラスチックのリサイクル方法の普及を行い、今後の廃棄物の削減、リサイクル率の向

上に繋げる。500kg／日の廃プラスチックを生成油にリサイクル出来る。 

6 ヶ月の実証運転期間中に、3 回のフルロードテストを実施し、現地の廃プラスチックを

原料として本パイロットプラントが 500 kg／日の製造能力があることを確認した。 

また、埋め立て処分されているテーリング材の調査も行い、約 40 %が、PE/PP/PS の油

化可能な廃プラスチックであることを確認した。 

事業効果 2 
【新エネルギーの創出】 
廃プラスチックから新しい燃料（生成油）を製造、バーナー燃料、発電燃料として使

用できることを実証し、新たな燃料の創出を生み、石油燃料の使用削減に繋がる。 

廃プラスチックを油化してリサイクル油（生成油）を製造し、その生成油を油化装置の

バーナー燃料、及びディーゼル発電機の燃料として利用出来ることを確認した。 

また、その燃料を使用して発電機で発電した電気により、油化装置を稼働させることが

可能であり、水と一部の保安用の電気以外は、全て油化装置自身で賄うことができること

を確認した。 

セミナー開催時に、生成油をディーゼルフォークリフトの燃料としても試用し、問題な

く稼働することを確認した。 

事業効果 3 
【新たな雇用の創出】 
実証運転期間中に、オペレーター2 名、ワーカー6 名が従事し、新たな雇用の創出に繋

がる。 

実証運転期間中にケープタウン市から派遣されたオペレーター2名とワーカー6名に対し

て技術移転を実施し、自ら油化装置を運転、メンテナンスできるよう指導した。 
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本実証事業により、新たな雇用の創出に繋がることを確認した。本プラントの事業化に

より、商業機（８トン／日）１基あたりで約３０名の雇用の創出に繋がる。 

現地のオペレーター、ワーカーは、この新しい技術を習得することが、南アの新たなビ

ジネスに繋がり、自分達のスキル向上が、新たな就業機会に繋がることを理解することで、

技術の習得に向けた意欲も高く、人材育成の面でも大きな成果があった。 

事業効果 4 

【普及】 
セミナーと広報活動により、南アフリカで 176 名が実際にセミナー参加し実際に稼働

するプラントを見学。南アにおいて廃プラスチック油化システムの存在を広く普及さ

せることが出来た。また、本事業通じて南ア以外のアフリカの国々から多数の問合せ

が寄せられており、今後の商業用プラントの販売に係るビジネス機会を得た。 

実証事業中に、ケープタウン市との積極的な広報活動により、南アの新聞、インターネ

ットニュース等で広く廃プラスチック油化システム技術を広報することが出来た。 

また、2 回実施したセミナー（ワークショップ、プラント見学会）では 176 名の南アの民

間企業、銀行、大学などに直接この技術の紹介をすることが出来た。 

さらに、日本国内でも、大手新聞、地方新聞、業界新聞などで紹介され、またJICA、JETRO、

広島県主催の「アフリカビジネス実証セミナー」で、本事業を紹介した。 

事業効果 5 
【地域経済への貢献】 
国内で約 6 千万円の機材調達を行い、また、南アでも約 18 百万円の現地調達（工事含

む）を行い、国内、南ア双方の地域経済へ貢献した。 

国内で約 6 千万円の機材購入を行い、また、南アにおいても約 18 百万円の現地調達（工

事含む）を行い、日本国内、南ア双方の地域経済への直接的な貢献をした。 

 

（３）開発課題解決の観点から見た貢献 

これまで廃棄物処分場に直接投棄されていた、汚れたレジ袋などの廃プラスチックを油

化し燃料化することで、廃棄物の削減、リサイクル率の向上、環境改善に繋がる。 

また、石油を産出しない南アにとって、廃プラスチックから石油燃料を手に入れること

は、廃棄物処理場から新たな「都市油田」の開発にも繋がる。 

さらに、油化ビジネスが普及することにより、廃プラスチックの収集、油化装置の運転

などで新たな雇用の創出にも繋がる。 

 

（４）日本国内の地方経済・地域活性化への貢献 

本事業の実施により、油化装置製作、洗浄機、粉砕機、押出機、またその機器を構成す

る鋼材、電気・制御品、配管材、ポンプ、バルブ、輸送などを日本国内企業から調達する
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ことにより、本実証事業だけで約 6,000 万円の経済波及効果がある。 

将来的に、廃プラスチック油化装置が普及していくことにより、アフリカ地域で年間 5-10

億円規模のビジネスに育てることで、日本国内の地元経済の振興に貢献したい。 

また、JICA の本事業は、広島県、愛知県の新聞にも掲載され、地元企業からの問合せも

増えている。さらに、CFP グループは、油化事業に営業職と油化工場のオペレーターを含

めて新たに 12 名を雇用し、地域活性化に貢献している。 

これまでに掲載された新聞記事、TV 及びセミナーでの発表実績は、下表のとおり。 

表 3-12：日本国内広報活動実績 

項目 日付 主催・マスコミ 内容（タイトル） 

新聞 2014.03.07 中国新聞 廃プラ油化装置南アで実験へ 

新聞 2014.03.26 中部経済新聞 南アに廃プラ自動洗浄機納入 

新聞 2014.04.10 産経新聞 環境事業で南ア進出 

国内セミナー等 2014.04.10 JICA 中国国際センター 普及実証事業説明会事例発表 

国内セミナー等 2014.11.21 
ひろしま環境ビジネス推進

協議会（広島県） 
海外でのビジネスに挑む 

TV 2014.11.26 
広島県広報番組「ひろしま発

ケン TV」 
世界に羽ばたく！環境ビジネス 

国内セミナー等 2015.02.10 JICA 中国国際センター アフリカビジネスセミナー 

新聞 2015.02.26 ひろしま経済レポート 
廃プラスチック油化装置 南アで実

証試験、商業機販売も 

国内セミナー等 
2015.03.27 

 
JETRO アフリカビジネス実証セミナー 

新聞 2015.05.21 朝日新聞 
中国地方の企業進出、アフリカ市場

を狙え、JICA も支援メニュー 

新聞 2015.11.13 中国新聞 
廃プラ油化装置を設置 福山の

CFP 南アに無償譲渡 

出展：共同企業体作成 
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（５）環境社会配慮 

① 事業実施前の状況 

1) 設置施設の概要 

クラーイフォンテン廃棄物分別処理場 

本事業において機材設置場所となるクラーイフォンテン廃棄物分別処理場は、ケープタ

ウン市の郊外に建設されている既存のケープタウン市営の廃棄物分別処理場である。 

同処理場は、一日当たり約 1,000 トンの廃棄物処理を行う、南アにおいて初めての大規

模分別処理場である。 

2) 設置場所の状況 

本事業は、ケープタウン市の廃棄物分別処理場において、各種ビニール袋等の廃プラス

チックを洗浄・油化し、自家発電機の燃料としてリサイクルするための、廃プラスチック

洗浄処理機及び廃プラスチックから燃料油を生成可能な廃プラスチック油化装置を導入し、

野外の廃棄物処理場に直接投棄されていた廃プラスチックを削減し、持続的な廃棄物管理

に向けたリサイクル・システムを構築するものである。 

設置した機材は、いずれも日本国内で製作及び性能確認を行った上で、海上輸送により

ケープタウン市のクラーイフォンテン廃棄物分別処理場へ運ばれた。 

本事業による機材は、およそ 30 ヘクタール（300,000m2）の既存の廃棄物分別処理場の

敷地内に、建設面積 186m2 の建屋を設置し、その中に機材を据付けることとしていたもの

であり、機材設置予定場所の既存のケープタウン市営の廃棄物分別処理場は、周辺住宅地

等から高速道路を隔てた場所に立地しており、近隣の住宅地等から十分な離隔があること

から、施設外への騒音・振動等の影響はない。 

また、本事業による機材設置は、全て既存のケープタウン市営の廃棄物分別処理場の敷

地内に設置するため、本事業による用地取得や住民移転等の手続きも発生しない。 

   
クラーイフォンテン 
廃棄物分別処理場の 
敷地周辺の状況 

クラーイフォンテン 
廃棄物分別処理場内部の 
廃プラスチック分別の様子 

クラーイフォンテン 
廃棄物分別処理場南側の 
機材設置場所の現状 
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② 事業実施国の環境社会配慮法制度・組織 

1) 環境社会配慮に関わる政策 

(ア) 中央政府 

南ア政府は、環境関連の政策策定に力を入れており、1997 年に環境マネジメント白書

（White Paper on Environment Management）及び環境管理政策（Environmental 

Management Policy）を策定し、環境に関わるビジョン、基本理念、戦略的目的と目標、

管理及び実施事業を立案し、環境政策の枠組みを構築した。また、1998 年に環境管理法

（National Environment Management Act）を施行し、国が環境への影響を計画的に防止、

削減する仕組みを制定している。また、南ア憲法 108 条において、全てのレベルの政府機

関が環境を保護する責任があると明言している。 

(イ) ケープタウン市 

ケープタウン市の環境に関わる政策である統合都市環境政策（IMEP: Integrated 

Metropolitan Environmental Policy）は 2003 年に制定され、持続可能性の原則を市の様々

な戦略や事業に反映させるためのベースとなっている。同政策において、環境とは自然、

社会、経済、都市、地方及び文化の文脈を含んでいること、また、環境維持開発とは経済、

社会及び自然環境各々のニーズを調和させ、現世代のみならず次世代のニーズに見合った

取組であると定義づけている。 

IMEP の実施は環境資源管理課（ERM: Environmental Resource Management 

Department）が主導し、表 3-13 に示すセクター毎にツールや戦略を策定して取組を進め

ている。 

表 3-13：IMEP 実施プラン 

セクター 実施のためのツール 戦略 

大気 ・Local Agenda 21 principles 

・State of Environment Reporting 

・Environmental Management Systems 

・Development and monitoring of 

sustainability indicators 

・Cost Benefit Analysis 

・Integrated Environmental Management 

・Environmental Risk Management 

・Developing and adherence to environmental 

guidelines 

・Environmental Impact Assessment 

・Environmental Education 

Air Quality Management Plan 

水 Coastal Zone Management 

Strategy 地形・土壌 

動植物 Biodiversity Strategy 

文化遺産 Heritage Management Strategy 

都市化・住宅 Noise Pollution Strategy 

インフラストラクチ

ャー 

輸送  

エネルギー Energy & Climate Change 

Strategy 

廃棄物 Clean & Green Campaign 
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経済 ・Environmental Information 

・Best Practice Environmental Option 

・Development and enforcement of laws, 

by-laws 

Strategy 

環境衛生 

環境教育・訓練 Environmental Education & 

Training Strategy 安全・危機管理 

環境管理  

出典：Integrated Metropolitan Environmental Policy (City of Cape Town) 

上記に示す業務実施に当たり、ERM 内に以下の機能部門を設置し対応している。 

- Biodiversity Management Branch 

- Environmental and Heritage Management Branch 

- Environmental Capacity Building, Sustainable Livelihoods and Communication Branch 

- Environmental Compliance Unit 

- Environmental Strategy and Partnership Branch 

- Major Programs and Projects Branch 

- Resource Conservation Branch 

- Support Services Branch 

(ウ) 廃棄物 

廃棄物管理に関する南アの法整備として、国家環境管理廃棄物法（National 

Environmental Management Waste Act）が 2008 年に制定され、それ以前には断片的で

あった廃棄物管理に関する法制度や規制を統一させた枠組みが定められた。また、国家廃

棄物管理戦略（NWMS: National Waste Management Strategy）が 2011 年に策定され、

廃棄物の削減及び 3R 活動（reuse, recycle, recovery of waste）の促進に向けた 8 項目のゴ

ールと、2016 年までのターゲットを表 3-14 に示すとおり定めている。 

              表 3-14：国家廃棄物管理戦略の概要 

ゴール 1：廃棄物の削減、再利用、リサイクル、回

収の推進 
ターゲット（2016 年） 

目的 1：製品の製造、デザイン、構成における廃棄

物の削減促進 
各自治体の IWMPs において設定された目標の完

全達成 

目的 2：3R (re-use, recycling, recovery)の推進 

2015 年までに、25%のリサイクル可能物が廃棄物

処分場での処理から 3R に転換される 
2015 年までに、すべての大都市圏の自治体、中規

模都市、大規模地区が発生源分別プログラムを開

始する 
ゴール 2：効果的・効率的な廃棄物サービスの提供

の保証 
ターゲット（2016年） 

目的 1：廃棄物関連サービスへのアクセスを（少

なくとも基本的レベルにまで）徐々に拡

大する 

都市世帯の 95%及び農村世帯の 75%が十分なレベ

ルの廃棄物収集サービスにアクセスできる 

目的 2：認可を受けた廃棄物処分場における廃棄

物の安全な処理 
80%の廃棄物処分場が認可を受けている 
 

ゴール 3：廃棄物セクターのグリーン経済への貢献 ターゲット（2016 年） 
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促進 

目的 1：廃棄物セクターにおける雇用創出促進 
廃棄物セクターにおいて69,000の新規雇用が創出

される 
目的 2：中小企業や疎外されたコミュニティの廃

棄物セクターへの参加を拡大する 
新たに2,600の中小企業・共同組合が廃棄物サービ

スの提供およびリサイクルに参加する 
ゴール 4：廃棄物が健康、良好な生活環境、環境に

与える影響について、人々が確実に認識

している 
ターゲット（2016年） 

目的 1：自治体が廃棄物管理に関する意識を高める 
80%の自治体が意識向上キャンペーンを実施して

いる 
目的 2：学校のカリキュラムに廃棄物の項目を追加

し、基礎教育カリキュラムに実践的な廃

棄物プロジェクトがあることを確実にす

る 

80%の学校が廃棄物意識向上プログラムを実施し

ている 

ゴール 5：一貫した廃棄物管理計画の達成 ターゲット（2016 年） 

目的 1：地方政府レベルにおいて IWMPs の効果的

なシステムを確立する 

100%の自治体が各自の IWMPs を IDPs5
に統合さ

せている 
100%の自治体が各自の IWMPs において設定され

た目標を達成している 

目的 2：廃棄物管理フローに関する情報ベースを

確立・維持する 

SAWIS6
に報告を求められているすべての廃棄物

管理施設が、WIS7
に情報を報告する廃棄物数量化

システムを有している 
ゴール 6：廃棄物処理サービスの健全な予算編成と

財務管理を確実にする 
ターゲット（2016 年） 

目的 1：自治体レベルでの廃棄物に関する全部原

価会計を確実にする 
廃棄物サービスを提供する自治体の100%が廃棄

物サービスの全部原価会計を実施している 
目的 2：コストあるいはボリュームに応じた料金設

定の実施 
廃棄物サービスを提供する自治体の100%がコス

トに応じた料金設定を実施している 

ゴール 7：土壌汚染対策を施す ターゲット（2016 年） 

目的 1：土壌汚染地の範囲を測量 
土壌汚染地登録簿に報告された土地の80%に対し

アセスメントが完了している 

目的 2：土壌汚染対策計画の作成及び承認 
確認された土壌汚染地の50%の対策計画が承認済

である 
ゴール８：廃棄物条例の効果的なコンプライアン

スと施行 
ターゲット（2016年） 

目的 1：法規、認可条件、計画の体系的監視とコン

プライアンス強化 
コンプライアンス違反の設備に対する効果的な措

置数の50%増加 
目的 2：廃棄物条例施行のための環境管理検査官の

能力向上 
廃棄物条例施行のため、800 名の環境管理検査官が

任命される 

出典：National Waste Management Strategy 

また、ケープタウン市においては、資源消費の抑制を行いつつ、エコシステムと自然遺

産保護の促進を実施することを明言しており、生物多様性、大気、気候変動対策等の 17 の

項目において、2014 年までに達成すべきターゲットを Environmental Agenda 2009-2014

として設定しており、廃棄物に関しては、廃棄物投棄量を 20 %削減させるというターゲッ

トを掲げている。 

                                            
5 Integrated Development Plan 
6 South African Waste Information System is a system used by government and industry to capture routine data on the 

tonnages of waste generated, recycled and disposed of in South Africa on a monthly and annual basis. 
7 Waste Information System: 収集された廃棄物量、リサイクルされた廃棄物量等の廃棄物に関わるデータを公開するシ

ステム。DEA が運営。 



35 

2) 環境社会配慮に関わる組織 

(ア) 中央政府レベル 

 南アにおける環境問題に関する政策担当省庁は水・エネルギー省であり、同省の環境局

（DEA: Department of Environmental Affairs）が、中央政府レベル及び州レベルにおけ

る環境影響評価（EIA: Environmental Impact Assessment）を主管している。政策策定や

調整は中央政府レベルで実施され、殆どの個別事業の EIA 承認は州レベルで対応している

が、以下に示す事業については、中央政府レベルの DEA が認可手続きの担当をすることと

なっている。 

- 国の環境政策や国際公約に関わる事業 

- 国際的な環境関連文書により国家が責任を負うとされている特別な地理的領域にお

ける事業 

- 複数の州あるいは国境をまたぐ事業 

- 中央政府あるいは州の環境局により実施される事業 

- 国により保護地域に指定されている地域内で実施される事業 

上記に加え、DEA は環境マネジメントの主導機関として、環境政策の開発と順守取り締

まり、包括的な環境マネジメントシステムの進展と実施、様々なレベルにおける環境関連

機能組織の調整と監督及び規制制度の開発と執行に対する責任を負う。 

DEA の組織構造は、図 3-2 に示すとおり。 

 

出典：DEA Strategic Plan 2014-2019 

                      図 3-2：DEA 組織図 
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(イ) 西ケープ州 

ケープタウン市が位置する西ケープ州においては、環境・開発計画局（DEADP: 

Department of Environmental Affairs and Development Planning）が EIA に関わる管理

機能を担っており、EIA 申請に関わるガイドライン及び各種情報の提供や申請手続きに関

わる助言を行うとともに、申請案件の審査業務を遂行している。 

(ウ) ケープタウン市 

 ケープタウン市における全般的な環境問題に関する担当は、環境資源管理部門

（Environmental Resource Management Department）であり、廃棄物関連業務は、公共

サービス部門廃棄物管理課（SWM: Solid Waste Management Department）が担当してい

る。市が制定している総合廃棄物管理法は、廃棄物投棄を最小限に抑えること、サービス

の適正価格での提供及び国レベルの廃棄物管理法との整合性を図ること、を目的としてお

り、廃棄物管理への取組の長期的ビジョンとして、経済活動の拡大と市民の健康及び環境

への影響を最小限に抑えることを可能にすることを目標に掲げている。 

3) 環境社会配慮に関わる法令／制度 

南アにおける環境関連の主な基本法は以下に示すとおり。 

表 3-15：南アの環境関連法令 

環境関連基本法 

The Constitution (Act 108 of 1996) 南アフリカ憲法 

National Environmental Management Act (NEMA), 1998 (Act No. 107 of 

1998) 

環境管理法（NEMA） 

The National Environment Laws  環境法 

 

化学品・廃棄物管理 

National Environmental Management: Waste Management Act, 2009 (Act 

No. 58 of 2009) 

環境管理法（廃棄物管理） 

National Environmental Management: Waste Act, 2008 (Act No. 59 of 2008) 環境管理法（廃棄物） 

Environment Conservation Act, 1989 (Act No. 73 of 1989) 環境保護法 

National Domestic Waste Collection Standards, 2011  廃棄物回収基準法 

National Waste Management Strategy, 2011 廃棄物管理戦略 

 

気候変動・大気質管理 

National Environmental Management: Air Quality Act, 2004 (Act No. 39 of 

2004) 

大気汚染防止法

（NEM:AQA） 

National Environmental Management: Waste Act, 2008 (Act No. 59 of 2008) 環境管理法 （廃棄物法） 
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海・海岸環境管理 

National Environmental Management: Integrated Coastal 

Management Act, 2008 (Act No. 24 of 2008) 

統合海岸管理法 

Sea Shores Act, 1935 (Act No. 21 of 1935) 海岸法 

Sea Birds and Seals Protection Act, 1973 (Act No. 46 of 1973) 海鳥・アシカ保護法 

Dumping at Sea Control Act, 1980 (Act No. 73 of 1980) 海洋投棄管理法 

Sea Fishery Act, 1988 (Act No. 12 of 1988) 海洋漁業法 

Antarctic Treaties Act, 1996 (Act No. 60 of 1996) 南極条約法 

Marine Living Resources Act, 1998 (Act No. 18 of 1998) 海洋資源法 

Prince Edward Islands Act, 1948 (Act No. 43 of 1948) プリンスエドワード島法 

出展：共同企業体作成 

 

(ア) 環境影響評価（EIA） 

南アの EIA に関わる手続きは、環境管理法（NEMA: National Environmental 

Management Act, 1998, Act No. 107 of 1998）に規定されており、事業に含まれる活動の

内容や環境影響の度合いに応じて、簡易的な基礎評価（Basic Assessment : BA）、もしく

は、フルサイズの環境影響評価（Scoping and Environmental Impact Reporting : S&EIR）

のどちらを適用するのかスクリーニングが行われ、それぞれに必要な許認可の手続きを経

なければならない。 

なお、上記許認可の対象となる活動については、Government Notice R544、及び R545

（2010 年 10 月に発効）に具体的にリストアップされており、一定規模を越える工事や、

著しい環境影響が想定される活動については、フルサイズの環境影響評価（S&EIR）が必

要となる。 
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以下、図 3-3 及び図 3-4 に、BA 及び S&EIR の申請から認可までの手続きを示す。 

 

出典：SADC Environmental Legislation Handbook 2012 

 図 3-3：基礎評価の手続き 
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出典：SADC Environmental Legislation Handbook 2012 

図 3-4：環境影響評価の手続き 
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また、EIA 関連手続き（BA、もしくは S&EIR）の所要日数、及び EIA 報告書に含まれ

るべき項目は、表 3-16 及び表 3-17 に示すとおり。 

表 3-16：EIA 関連手続きの所要日数 

手続き 
所要日数 

基礎評価（BA） 環境影響評価（S&EIR） 

申請書受領通知 14 日以内 

申請書の確認・承認 30 日以内 スコーピング：30 日以内 

EIA 報告書：60 日以内 

（専門機関の審査）＊必要を要する場合 － （45 日以内） 

（承認期間延長）＊必要を要する場合 （60 日以内） （60 日以内） 

結果通知 2 日以内 2 日以内 

合計 46 日間 106 日間 

出典：National Environmental Management Act, 1998 Environmental Impact Assessment Regulations 

 

表 3-17：EIA 報告書に含まれるべき項目 

a) 報告書を作成した環境アセスメント専門家及び EIA 実施におけるその専門知識についての詳細 

b) 提案する活動の詳細説明 

c) 活動が行われる予定の施設および活動場所の説明、リニアの場合はルートの説明、海洋に拠点を置

いた活動の場合は活動予定地域の正確な位置 

d) 活動によって影響を受け得る環境及びその物理的、生物学的、社会的、経済的、文化的側面の影響

の受け方に関する説明 

e) 以下を含む市民参加プロセスの詳細 

i. 調査計画に従って踏むべき段階 

ii. 関与する・影響を受ける関係者として登録された個人、組織、機関のリスト 

iii. 関与する・影響を受ける関係者として登録された人々から寄せられたコメントや課題、これら

の受領日、これらに対する環境アセスメント専門家の回答 

iv. 任意の、関与する・影響を受ける関係者として登録された人々から寄せられた表明、意義、コ

メントのコピー 

f) 提案する活動のニーズ・有益性の説明 

g) 提案する活動の考え得る代替案に関する説明（提案する活動とその代替案が、影響を受け得る環境

及び地域社会に対してもたらす可能性がある利点・欠点を含む） 

h) 環境面のインパクトの重要性の決定において使用される方法論の指標 

i) EIA プロセスにおいて確認されたすべての代替案の説明と相対アセスメント 

j) 任意の専門家による報告書または専門分野に特化したプロセスに関する報告書の調査結果・提言の

概要 
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k) EIA プロセスにおいて確認されたすべての環境関連課題、各課題の重要性アセスメント及び緩和策

の導入によって対処可能な範囲の指標の説明 

l) 以下を含む、確認された考え得る重大なインパクトのアセスメント 

i. 累計的影響 

ii. インパクトの性質 

iii. インパクトの範囲と期間 

iv. インパクトが発生する確率 

v. インパクトをリバースできる度合い 

vi. インパクトが引き起こし得る、かけがえのない資源の損失の度合い 

vii. インパクトが緩和され得る度合い 

m) 仮定、不確実性、知識における隔たりの説明 

n) 活動が認可されるべきか否かに対する論理的有効な意見（認可されるべきである場合、認可に際し

て満たされるべき条件） 

o) 以下を含む環境影響に関わる供述 

i. EIA の主な調査結果の概要 

ii. 提案する活動および確認された代替案の正と負の影響の相対アセスメント 

p) EMP 案（下記参照） 

q) 任意の専門家による報告書及び専門分野に特化したプロセスに関する報告書のコピー 

r) 所管官庁から求められ得るあらゆる情報 

s) 条例 24 項(a)および(b)に関して必要となるその他の事項 

出典：National Environmental Management Act, 1998 Environmental Impact Assessment Regulations 

なお、道路、エネルギー、農業関連産業、水産養殖、住宅及びリニア開発の分野に関し

ては、EIA ガイドラインが DEA のウェブサイトに公開されているほか、スクリーニング、

スコーピング、コストベネフィット分析等に関するガイドラインも公開されている。また、

西ケープ州は、EIA を実施する環境アセスメント専門家（EAP: Environmental Assessment 

Practitioner）に関するガイドラインを発行している。 

(イ) 既存施設の EIA の取得状況 

当該施設は 2005 年 8 月に環境認証（EA: Environmental Authorization）を取得し、2007

年7月には期間延長、2008年6月には土地占有面積拡大にかかる修正の承認を受けている。 

(ウ) 本事業の EIA  

ケープタウン市は、2014 年 7 月末に、環境アセスメントを行なう環境アセスメント専門

家（EAP: Environmental Assessment Practitioner）として、現地環境コンサルタントで

ある Resource Management Services (Pty) Ltd 社の Larry Eichstadt 氏を任命し、EIA に

係る事前協議等の各種手続きを開始。 
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本事業は、上述の EIA が必要となる活動をリストアップした Government Notice R545

の Activity No.5 に当たり、通常であれば、フルサイズの環境影響評価（S&EIR）が必要と

なる事業に該当する。 

Activity No.5: 

“The construction of facilities or infrastructure for any process or activity which requires a permit 

or license in terms of national or provincial legislation governing the generation or release of 

emissions, pollution or effluent and which is not identified in Notice No. 544 of 2010 or included in 

the list of waste management activities published in terms of section 19 of the National 

Environmental Management: Waste Act, 2008 (Act No. 59 of 2008) in which case the activity is 

regarded to be excluded from this list.” 

他方、南アの EIA の手続きを規定した環境管理法（NEMA）の 20 (4) には、申請により

フルサイズの環境影響評価（S&EIR）を基礎評価（BA）に替えるための例外規定が定めら

れている。 

本事業については、油化装置から排出される排水・排ガスの影響も限定的であることか

ら、基礎評価（BA）の適用に係る申請を行なった結果、2014 年 9 月 9 日付で、環境・開

発計画局（DEADP）より、本事業の EIA については、基礎評価（BA）の適用を認める旨、

承認が下りた。 

その後、2015 年 2 月 12 日付で EAP により基礎評価報告書（BAR: Basic Assessment 

Report）が申請された後、2015 年 4 月 17 日付で環境・開発計画局（DEADP）から本事業

の環境認証（EA: Environmental Authorization）が下りた。 

 

③ 事業実施上の環境及び社会への影響 

(ア) 設置予定の機材からの排水・排気の概要 

大気質、水質、騒音、固形廃棄物は、中央政府あるいは自治体が規格やガイドラインを

策定し、排出基準値を設定している。 

本事業に適用される排水基準は、ケープタウン市の Wastewater and Industrial Effluent 

by-law, 2013 に規定されている。 

排水については、油化の過程における廃プラスチックの洗浄のプロセスにおいて洗浄後

の汚水が発生する。 

ケープタウン市が定める排水基準、及び本事業で設置予定の廃プラスチックの洗浄機と

同等の機材から生じる排水の実測値は、表 3-18 のとおり。 
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表 3-18：ケープタウン市の排水基準と設置機材の実測値の比較 

項目 基準値 
実測値 

（廃プラスチック洗浄機） 

排出時の水温 0℃～40℃ 17℃ 

電気伝導率 500 mS/m 以下 23 mS/m 

水素イオン濃度 (pH) 5.5～12.0 6.3 

化学的酸素要求量 (COD) 5,000 mg/L 以下 780mg/L 

浮遊物質量 (SS) 1,000mg/L 以下 600mg/L 

出典：共同企業体作成 

 

本事業については、大気質への排出基準を規定した National Environmental 

Management: Air Quality Act（No.39 of 2004）の「カテゴリ 8：一般及び危険廃棄物の熱

処理施設」に該当し、排出許可（Atmospheric Emission Licence: AEL）の取得が義務付け

られている。大気質の排出基準は、表 3-19 のとおり。当該設備の PAEL では、別途表 3-20

の排出基準値が適用された。 

表 3-19：ケープタウン市の排気基準 

項目 基準値 

オゾン 
(O3) 

最大 0.25ppm 以下 
もしくは、1 時間平均 0.12ppm 以下 

窒素酸化物 
(NOx) 

最大 1.4ppm 以下 
1 時間平均 0.8ppm 以下 
1 日平均 0.4ppm 以下 
月平均 0.3ppm 以下 
もしくは、年平均 0.2ppm 以下 

二酸化窒素 
(NO2) 

最大 0.5ppm 以下 
1 時間平均 0.2ppm 以下 
1 日平均 0.1ppm 以下 
月平均 0.08ppm 以下 
もしくは、年平均 0.05ppm 以下 

二酸化硫黄 
(SO2) 

10 分間最大平均 0.191ppm 以下 
最大 500 ㎍/m3

以下 
1 日平均 0.048ppm 以下 
もしくは、125 ㎍/m3

以下 
年平均 0.019ppm 以下 
もしくは、50 ㎍/m3

以下 

鉛 
(Pb) 

月平均 2.5 ㎍/m3
以下 

粉塵 
(PM10) 

1 日平均 180 ㎍/m3
以下 

年平均 60 ㎍/m3
以下 

浮遊粒子状物質 
(SS) 

1 日平均 300 ㎍/m3
以下 

年平均 100 ㎍/m3
以下 

出典：共同企業体作成 
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④ 環境社会配慮結果 

(ア) 環境社会配慮チェックリスト 

分
類 

環境項目 主なチェック事項 

Yes:  Y 

No:  N 

非該当: － 

具体的な環境社会配慮 

(Yes／No の理由、根拠、緩和策等) 

１ 

許
認
可
・
説
明 

(1 ) EIA 及

び環境許

認可 

(a) 環境アセスメント報告書（EIA レポ

ート）等は作成済みか。 

(b) EIAレポート等は当該国政府により

承認されているか。 

(c) EIA レポート等の承認は付帯条件を

伴うか。付帯条件がある場合は、その

条件は満たされるか。 

(d) 上記以外に、必要な場合には現地の

所管官庁からの環境に関する許認可は

取得済みか。 

(a) Y 

(b) Y 

(c) Y 

(d) Y 

(a) 2015 年 2 月 12 日付で EAP により基

礎評価報告書（BAR: Basic Assessment 
Report）作成済み。 

(b) 2015 年 4 月 17 日付で環境・開発計

画局（DEADP）から本事業の環境認証

（EA: Environmental Authorization）取得

済（認証有効期間：2020 年 4 月 17 日ま

で）。 

(c) 付帯条件（以下、（イ）に記載）につ

いては、試運転後のモニタリングが必要。 

(d) 本事業については、大気質への排出

基準を規定したケープタウン市の
National Environmental Management: Air 
Quality Act（No.39 of 2004）の「カテゴ

リ 8：一般及び危険廃棄物の熱処理施設」

に該当し、排出許可（Atmospheric 
Emission Licence: AEL）の取得が義務付

けられている。2015 年 2 月 9 日に排出許

可申請を行った上、2015 年 7 月 9 日付け

で（仮）排出許可（PAEL）取得済み。 

(2) 現地ス

テークホ

ルダーへ

の説明 

(a) プロジェクトの内容および影響に

ついて、情報公開を含めて現地ステー

クホルダーに適切な説明を行い、理解

を得ているか。 

(b) 住民等からのコメントを、プロジェ

クト内容に反映させたか。 

(a) Y 

(b) Y 

(a) 南アの EIA の手続きを規定した環境

管理法（NEMA）では、基礎評価（BA）
の手続きの一環としてパブリックコメン

トの実施が義務付けられている。 

2014 年 9 月 25 日から 21 日間のステー

クホルダーの登録期間を設けた後、ステ

ークホルダーへの現地内覧会、地元新聞

紙 2 紙への本事業の情報公開、公聴会、

等を実施済み。 

(b) 上記のパブリックコメントの手続き

を経た後、2015 年 1 月 6 日からドラフト

版の基礎評価報告書（BAR: Basic 
Assessment Report）をステークホルダ

ーに配布し後、コメントを受領。その後、

2015 年 2 月 12 日付で EAP により BAR
が申請され、2015 年 4 月 17 日付で環境

認証（EA）取得済み。 

なお、取得した環境認証（EA）の内容に

ついては、取得日より 14 日以内に全ての

登録されたステークホルダーに書面で通

知した上、地元新聞紙にも公告記事が掲

載された 

(3) 代替案

の検討 

(a) プロジェクト計画の複数の代替案

は（検討の際、環境・社会に係る項目

も含めて）検討されているか。 

(a) Y (a) 南アの EIA の手続きを規定した環境

管理法（NEMA）では、基礎評価（BA）
の手続きの一環として代替案の検討（ゼ

ロ・オプション含む）が義務付けられて

いる。 

基礎評価（BA）において、電力や上下水

道の接続、及び排ガスの影響等が考慮さ

れた上、複数の設置場所の検討が行われ

た上で、現在のレイアウトが最適と評価
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された。 

ゼロ・オプションとの比較においては、

廃プラスチックの埋立処理の現状を改善

するためには、事業が実施されることが

望ましい、と評価された。 

２ 

汚 

染 

対 

策 

(1) 大気質 

(a) 焼却施設、収集・運搬車両等から排

出される硫黄酸化物（SOx）、窒素酸化

物（NOx）、煤じん、ダイオキシン等の

大気汚染物質は当該国の排出基準、環

境基準等と整合するか。大気質に対す

る対策は取られるか。 

(a) Y (a) 本事業で供与する機材については、

当該国の排出基準に合致する仕様となっ

ており、2015 年 7 月 9 日付けで（仮）排

出 許 可 （ Provisional Atmospheric 
Emission Licence : PAEL）取得済み。 

環境認証（EA）の付帯条件に機材供用後

の排ガスの測定が義務付けられている。 

(2 ) 水質 

(a) 施設からの排水は当該国の排出基

準、環境基準等と整合するか。  

(b) 廃棄物処分場から発生する浸出水

等の水質は当該国の排出基準、環境基

準等と整合するか。 

(c) これらの排水が表流水あるいは地

下水を汚染しない対策がなされるか。 

(a) Y 

(b) － 

(c) Y 

(a) 本機材を設置する廃棄物処理施設か

らの排水は、当該国の排出基準、環境基

準と整合するよう処理される（環境認証

（EA）取得済み）。 

 (b) 本機材を設置する廃棄物処理施設

は、廃棄物の分別を行うことを目的とし

た施設であり、本項目に該当しない。 

(c) 廃棄物の洗浄の過程で発生する汚水

については、付帯工事として設置する排

水溝に全て回収した後、当該国の排出基

準を満たした既存の廃棄物処理施設の排

水設備に接続する。また、油化の過程で

発生する廃水については、ドラム缶等に

貯留した後、認定業者により最低三日ご

とに回収した上、指定のケープタウン市

の廃棄物処分場に廃棄する。 

(3) 廃棄物 

(a) ゴミの破砕、選別工程で発生する処

理残渣、焼却灰、飛灰、コンポスト施

設から発生するコンポスト化不適物等

の廃棄物は当該国の規定に従って適切

に処理・処分されるか。 

(b) 有害廃棄物、危険物については、他

の廃棄物と区別し、無害化された上で

当該国の基準に従って適切に処理・処

分されるか。 

(a) Y 

(b) － 

(a) 本機材による廃棄物の洗浄・油化後

に残る残渣（3 % 程度）については、当

該国の規定・基準に従って産業廃棄物と

して分別し、適切に埋立処分される。 

(b) 環境認証（EA）の申請の過程におい

て有害廃棄物等のリスクを評価した結

果、本事業による周辺環境に著しい影響

を及ぼす有害廃棄物、危険物等は発生し

ないため、有害施設には該当しない、と

評価された。（2014 年 9 月付 ISHECON 
Chemical process Safety Engineers によ

り実施） 

(4) 土壌汚

染 

(a) 廃棄物処分場から発生する浸出水

等により、土壌、地下水を汚染しない

対策がなされるか。 

(a) － (a) 本機材を設置する廃棄物処理施設

は、廃棄物の分別を行うことを目的とし

た施設であり、本項目に該当しない。 

(5) 騒音・

振動 

(a) 施設稼働（特に焼却施設、廃棄物選

別・破砕施設）、ゴミの収集・運搬を行

う車両の通行による騒音・振動は当該

国の基準と整合するか。 

(a) Y (a) 本事業で供与する機材については、

囲われた建屋内に設置されるため、施設

稼働時の施設外への顕著な騒音・振動等

は発生しない。 

また、機材を設置する廃棄物処理施設は、

周辺住宅地等から十分な離隔（300 m 以

上）があり、車両の通行による施設外へ

の顕著な騒音・振動等は発生しない。 

(6) 悪臭 

(a) 悪臭防止の対策はとられるか。 (a) Y (a) 環境認証（EA）の申請の過程におい

て悪臭等の影響を評価した結果、本事業

による施設外への顕著な悪臭等は発生し

ない、と評価された。（2014 年 10 月付

DDA Environmental Engineers により実

施） 
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３ 

自 

然 

環 

境 

(1) 保護区 

(a) サイトは当該国の法律・国際条約等

に定められた保護区内に立地するか。

プロジェクトが保護区に影響を与える

か。 

(a) － 本機材を設置する廃棄物処理施設周辺に

は、特に配慮すべき保護区等はない。 

(2) 生態系 

(a) サイトは原生林、熱帯の自然林、生

態学的に重要な生息地（珊瑚礁、マン

グローブ湿地、干潟等）を含むか。 

(b) サイトは当該国の法律・国際条約等

で保護が必要とされる貴重種の生息地

を含むか。 

(c) 生態系への重大な影響が懸念され

る場合、生態系への影響を減らす対策

はなされるか。 

(d) 水生生物に悪影響を及ぼす恐れは

あるか。影響がある場合、対策はなさ

れるか。 

(e) 植生、野生動物に悪影響を及ぼす恐

れはあるか。影響がある場合、対策は

なされるか。 

(a) － 

(b) － 

(c) － 

(d) － 

(e) － 

本機材を設置する廃棄物処理施設周辺に

は、特に配慮すべき生態系を有する地域

はない。 

(3) 跡地管

理 

(a) 処分場の操業終了後の環境保全対

策（ガス対策、浸出水対策、不法投棄

対策、緑化等）は考慮されるか。 

(b) 跡地管理の継続体制は確立される

か。 

(c) 跡地管理に関して適切な予算措置

は講じられるか。 

(a) － 

(b) － 

(c) － 

本機材を設置する廃棄物処理施設は、廃

棄物の分別を行うことを目的とした施設

であり、本項目に該当しない。 

４ 

社 

会 

環 

境 

(1 ) 住民

移転 

(a) プロジェクトの実施に伴い非自発

的住民移転は生じるか。生じる場合は、

移転による影響を最小限とする努力が

なされるか。 

(b) 移転する住民に対し、移転前に補

償・生活再建対策に関する適切な説明

が行われるか。 

(c) 住民移転のための調査がなされ、再

取得価格による補償、移転後の生活基

盤の回復を含む移転計画が立てられる

か。 
(d) 補償金の支払いは移転前に行われ

るか。 

(e) 補償方針は文書で策定されている

か。 

(f) 移転住民のうち特に女性､子供､老

人､貧困層､少数民族・先住民族等の社

会的弱者に適切な配慮がなされた計画

か。 

(g) 移転住民について移転前の合意は

得られるか。 

(h) 住民移転を適切に実施するための

体制は整えられるか。十分な実施能力

と予算措置が講じられるか。 

(i) 移転による影響のモニタリングが

計画されるか。 

(j) 苦情処理の仕組みが構築されてい

るか。 

(a) － 

(b) － 

(c) － 

(d) － 

(e) － 

(f) － 

(g) － 

(h) － 

(i) － 

(j) － 

本事業は、既存の廃棄物処理施設内に機

材を設置するものであり、本事業による

用地取得は発生しない。 
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(2) 生活・

生計 

(a) プロジェクトによる住民の生活へ

の悪影響が生じるか。必要な場合は影

響を緩和する配慮が行われるか。 

(b) ウェストピッカー等を含めた既存

の資源再回収システムへの配慮はなさ

れるか。 

(c) 廃棄物運搬による地域交通への影

響はあるか。 

(d) 本プロジェクトからの排水、廃棄物

処分場から発生する浸出水等によって

漁業及び地域住民の水利用（特に飲料

水）に悪影響を及ぼすか。 

(e) 衛生害虫は発生するか。 

(a) － 

(b) － 

(c) － 

(d) － 

(e) － 

本事業は、既存の廃棄物処理施設に回収

された非有価廃棄物を原料とするもので

あり、本事業による周辺住民の生活・生

計への負の影響は発生しない。 

(3) 文化遺

産 

(a) プロジェクトにより、考古学的、歴

史的、文化的、宗教的に貴重な遺産、

史跡等を損なう恐れはあるか。また、

当該国の国内法上定められた措置が考

慮されるか。 

(a) － 機材を設置する廃棄物処理施設周辺に

は、特に配慮すべき文化遺産等はない。 

(4 ) 景観 

(a) 特に配慮すべき景観が存在する場

合、それに対し悪影響を及ぼすか。影

響がある場合には必要な対策は取られ

るか。 

(a) － 本機材を設置する廃棄物処理施設周辺に

は、特に配慮すべき景観等はない。 

(5) 少数民

族、先住民

族 

(a) 少数民族、先住民族の文化、生活様

式への影響を軽減する配慮がなされる

か。 

(b) 少数民族、先住民族の土地及び資源

に関する諸権利は尊重されるか。 

(a) － 

(b) － 

本機材を設置する廃棄物処理施設周辺に

は、特に配慮すべき先住民等はない。 

(6 ) 労働

環境 

(a) プロジェクトにおいて遵守すべき

当該国の労働環境に関する法律が守ら

れるか。 

(b) 労働災害防止に係る安全設備の設

置、有害物質の管理等、プロジェクト

関係者へのハード面での安全配慮が措

置されるか。 

(c) 安全衛生計画の策定や作業員等に

対する安全教育（交通安全や公衆衛生

を含む）の実施等、プロジェクト関係

者へのソフト面での対応が計画・実施

されるか。 

(d) プロジェクトに関係する警備要員

が、プロジェクト関係者・地域住民の

安全を侵害することのないよう、適切

な措置が講じられるか。 

(a) Y 

(b) Y 

(c) Y 

(d) － 

(a) 当該国の労働環境に関する法律

（Occupational Health and safety Act, 85 
of 1993 及び Construction Regulations, 
2003）に則って必要な措置を講じる。 

(b) 安全設備の設置を行う。 

(c) 本機材を運転するスタッフに対し、

安全教育を実施する。 

(d) 本事業に関係する警備要員の配置は

ない。 

５ 

そ 

の 

他 

(1) 工事中

の影響 

(a) 工事中の汚染（騒音、振動、濁水、

粉塵、排ガス、廃棄物等）に対して緩

和策が用意されるか。 

(b) 工事により自然環境（生態系）に悪

影響を及ぼすか。また、影響に対する

緩和策が用意されるか。 

(c) 工事により社会環境に悪影響を及

ぼすか。また、影響に対する緩和策が

用意されるか。 

(a) － 

(b) － 

(c) － 

(a) 本事業は、既存の廃棄物処理施設内

に小規模な建屋の建築及び機材の据え付

けを行うものであり、工事に伴う施設外

への汚染（騒音、振動、濁水、粉塵、排

ガス、廃棄物等）は、想定されない。 

(b) 本機材を設置する廃棄物処理施設周

辺には、特に配慮すべき生態系を有する

地域はない。 

(c) 本事業の工事による社会環境への負

の影響は想定されない。 
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(2) モニタ

リング 

(a) 上記の環境項目のうち、影響が考え

られる項目に対して、事業者のモニタ

リングが計画・実施されるか。 

(b) 当該計画の項目、方法、頻度等はど

のように定められているか。 

(c) 事業者のモニタリング体制（組織、

人員、機材、予算等とそれらの継続性）

は確立されるか。 

(d) 事業者から所管官庁等への報告の

方法、頻度等は規定されているか。 

(a) 

(b) 

(c) 

(d) 

(a) 本機材を設置する既存の廃棄物処理

施設については、承認済みの EIA に基づ

き事業者のモニタリングが実施されてい

る。 

(b)-(d) 本機材を設置する廃棄物処理施

設の EIA の許認可は取得済みであるが、

本事業による機材設置に当たり、再度

EIA 許認可に向けた申請が必要となる。

本機材設置後のモニタリングの方法につ

いては、関係機関との協議が必要。 

６ 

留
意
点 

他の環境

チェック

リストの

参照 

(a) 必要な場合は、林業に係るチェック

リストの該当チェック事項も追加して

評価すること（廃棄物処分場等の建設

に伴い、大規模な森林伐採が行われる

場合等）。 

(a) － 本事業は、既存の廃棄物処理施設内に機

材を設置するものであり、森林伐採等は

発生しない。 

環境チェ

ックリス

ト使用上

の注意 

(a) 必要な場合には、越境または地球規

模の環境問題への影響も確認する（廃

棄物の越境処理、酸性雨、オゾン層破

壊、地球温暖化の問題に係る要素が考

えられる場合等）。 

(a) － 本事業は、将来的な CO2 削減にも資する

機材を設置するものであり、地球規模の

環境問題への負の影響は想定されない。 

出典：共同企業体作成 

 

(イ) 環境認証（EA）の主な付帯条件 

2015 年 4 月 17 日付、環境・開発計画局（DEADP）承認の環境認証（EA: Environmental 

Authorization）（認証番号 Ref: 16/3/1/1/A5/40/1098/14）（有効期間：2020 年 4 月 17 日）

に記載された主な付帯条件は、以下のとおり。 

E.1. 環境認証（EA）の有効期限については、取得日（2015 年 4 月 17 日）より 5 年間。

有効期限内に申請された活動を開始する必要があると共に、当該期間に活動が開

始されず、かつ有効期限が失効する 3ヶ月前までに変更申請が行われない場合は、

EA は失効し、新たな認証が必要となる。 

E.2. 申請者8が、登録されたステークホルダーに対し、環境認証（EA）の結果を通知し

た日から 20 日間は、準備作業を含む一連の活動を開始してはならない。また、こ

の間に EA に対し異議申し立てがあった場合は、異議申し立てに係る判断が示さる

までの間、EA の効力は停止される。 

E.3. 申請者は、取得した環境認証（EA）の結果については、取得日（2015 年 4 月 17

日）より 14 日以内に全ての登録されたステークホルダーに書面で通知した上、地

元新聞紙にも公告記事を掲載しなければならない。 

E.8. 環境認証（EA）の申請書に含まれている環境管理計画書（案）（Draft 

Environmental Management Program: EMP）について、修正版の EMP を、工

                                            
8 「ケープタウン市廃棄物管理課（Solid Waste Management）」が、環境認証の申請者、かつ認証の所有者 
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事着工までに認証当局9宛てに提出しなければならない。 

特に、供用段階の環境管理計画（Operational Phase EMP: OEMP）については、

以下の内容を盛り込まなければならない。 

8.1. 油化装置から出る排水や雨水の制御及び処分について、排水や雨水が下水の

受け入れに係る排出基準の基準値を満たさなかった場合の管理方法に係る

取極め。 

さらに、EMP について、以下の内容を盛り込んだ修正を行なわなければならない。 

8.2. 油化装置の撤去段階（decommissioning phase）について、撤去に伴い想定

される様々な状況、影響、及び維持管理方法の概要を説明すること。本段階

に係る記載には、実証運転段階（pilot phase）が終了し、油化装置の実効性

が確認された場合のオプションを含む。さらに、有力なオプションについて

は、想定される工事の内容、及び工事に当たり改修、解体、転用等を伴うか

どうか、についても記載しなければならない。 

もし、上記以外の内容について EMP の修正が必要になった場合、事業者は以下の

手続きを行なう必要がある。 

- EMP の修正に係る申請の 60 日前までに認証当局に通知を行うこと 

- 環境管理法に適切な方法を用いて登録されたステークホルダー等に通知を

行い、最低 30 日間は、コメントを受け付ける期間を設けること 

- コメントの受付から 60 日以内に認証当局に対し EMP の修正に係る申請を

行うこと 

E.13. 本認証の所有者は、施行期間中において、本認証及び EMP に含まれる諸条件を遵

守するため、経験豊富な環境管理責任者（Environmental Control Officer: ECO）

もしくは、現場監督者（Site Agent）のいずれかを、整地等の工事の着工前までに

配置しなければならない。 

E.14. 表流水及び地下水の汚染を防止するため、申請者は、水質関連の法規を遵守しな

ければならない。 

E.15. 申請者は、従業員の健康や安全に関わる法律を遵守しなければならない。 

E.16. 燃料、油、危険物は、適切なコンテナに入れた上、敷地内の区画された適切な方

法で囲われた場所に厳重に保管すること。 

 

                                            
9 EA の認証当局：西ケープ州政府 環境・開発計画局（DEADP）開発管理部門（Development management (Region 2) 

directorate） 
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E.17. 排水及び雨水は、Transnet Freight Rail 社の（鉄道）用地内10に排出してはなら

ない。 

E.18. 廃油、残留コーク、及び貯留された汚水については、認定業者により最低三日ご

とに回収した上、ケープタウン市のヴィザーショク廃棄物処分場11（Vissershok 

Waste Disposal Facility）に廃棄しなければならない。 

E.19. 本認証の所有者は、機材の供用開始日12から一年以内に以下の内容を盛り込んだ環

境監査報告書を認証当局宛てに提出しなければならない。 

19.1 環境認証（EA）及び EMP の詳細な適合状況 

19.2 実証運転段階において評価を行なった機材の実効性の評価結果 

19.3 実証運転後の機材の運用方法に係る方針の明示、機材の運転継続もしくは撤

去のいずれを採用するか、また運転継続もしくは撤去に伴う機材の維持管理

方法についての説明。機材の増築もしくは解体を行う場合は、本認証の所有

者に対し、別途、環境認証が求められる。 

もし、環境監査報告書が提出されなかった場合、認証当局は、書面で 30 日間の通

知を行った上、監査を実施するためのしかるべき者を任命すると共に、申請者は

その費用を負担しなければならない。 

 

(ウ) 排出許可（Atmospheric Emission Licence : AEL）の付帯条件 

2015 年 7 月 9 日付、（仮）排出許可（Provisional Atmospheric Emission Licence: PAEL）

（認証番号 WC/003）に記載された主な本事業に対する個別の付帯条件（共通する一般条

項を除く）は、以下のとおり。 

前文 PAEL の有効期間は、機材の供用開始日（試運転期間除く）より 1 年間であり、

所有者13は、許可当局14に対して、機材の供用開始日を通知しなければならない。 

6.4.3 適用される特例 

6.4.3.1 本施設においては、3 種類のプラスチック類（有機合成高分子）が処理され、2014

年 10 月付の当該施設の大気汚染評価及び本申請に基づけば、ダイオキシン／フラ

ン類の排出は想定されない。さらに、申請上、当該実証プラントの運転期間は、6

ヶ月、最大でも 1 年間の予定である。かかる状況から、許可当局により PAEL に

                                            
10  機材設置場所であるクラーイフォンテン廃棄物処理施設の南側に隣接して Transnet Freight Rail 社の貨物鉄道用の

線路が敷設されている。 
11 ケープタウン市の北部郊外にある市営廃棄物処分場 
12 The date of commissioning ：試運転終了後の実証運転（供用）開始日を指すと考えられる。 
13 「ケープタウン市クラーイフォンテン熱分解実証プラント」が認証の所有者 
14 PAEL の許可当局：西ケープ州政府 環境・開発計画局（DEADP）大気質管理部門（Air quality management directorate） 



51 

対する違反行為が認められない限り、実証期間中は、ダイオキシン／フラン類の

モニタリングは義務付けられない。 

6.4.3.2 本 PAEL は、供用開始から 1 年後に見直しが行われる。当該実証プラントの実効

性が認められ、今後とも常設される場合は、許可の所有者は、PAEL の延長申請

（有効期間：1 年間）を行わなければならない。 

6.4.3.3 最終的な排出許可（AEL）（有効期間：5 年間）を取得するためには、大気汚染防

止法（NEM）の 21 項に基づき、全ての汚染物質（ダイオキシン／フラン類含む）

の測定が必要である。 

6.4.3.4 熱分解処理に対しては、標準酸素濃度は適用しない。 

6.4.3.5 特定の発生源からの（許可された基準値の限度を超えることにも繋がる）地上レ

ベルにおける著しい大気汚染を防止するため、当該施設は、本 PAEL の 6.4.2 に

示す基準に従い、設計、装備、据え付け、及び運転されなければならない。 

表 3-20：PAEL の排出基準値 
発生源 

コード番号 
汚染物質 

排出基準値（最大値） 
排出期間 

(mg/Nm3) 適合日 平均期間 

1（冷却器） 

PM 10 

供用開始後 
直ちに 

１時間平均 運転時 

CO 50 
SO2 50 
NOx 200 
HCI 10 
HF 1 

Mg, Ni, As, Cu
等の合計 

0.5 

Hg 0.05 
Cd+TI 0.05 
TOC 10 
NH3 10 

出展：PAEL 

 

6.4.3.6 当該プラントから発生する排ガスの温度は、200℃以下に保たなければならない。 

6.4.3.7 汚染防止装置（排ガス冷却器、ろ過集塵機、電気集塵機）については、1 日当たり

98 %の稼働率（24 時間運転中の停止時間が最大で 2 %もしくは 30 分間）を確保

すること。年間の停止時間（1 年間の停止時間の累計）が 60 時間（年の 0.685％）

を超えないこと。 

6.4.3.8 重金属類の平均排出量について、最低限 60 分以上、最大 8 時間、代表的な試料を

採取して測定しなければならない。 
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9 検査／改善措置 

表 3-21：PAEL で義務付けられた検査 
No. 検査項目 目的 完了日 

9.1 
許可当局に対するプラントの設置工

事及び供用開始に係る工程計画の通

知 

排出許可のおおまかな有効期限を特

定するため。 
プラントの供用開

始日の 1 ヶ月前ま

で 

9.2 
供用開始後、1 回の排気口の排気測

定の実施 
主要な大気汚染物質とその量を特定

した上で、分散モデルの結果と比較

するため。 

プラントの供用開

始日から最低 5 ヶ

月後 

9.3 
供用開始前後の施設周辺の大気質の

受動的計測 
プラントの供用開始前後の施設周辺

の大気質及び周辺コミュニティへの

影響を比較するため。 

プラントの供用開

始日から最低 5 ヶ

月後 

9.4 

プラントに投入されるプラスチック

類の適合証明及び管理方法 
大気中に不特定の汚染物質が排出さ

れないよう、プラントに許可された

材料のみが投入されているかどうか

を確認するため。 

継続 

（モニタリングレ

ポートに含む） 

9.5 

実証運転段階が終了し、油化装置の

実効性が確認された後に想定される

オプションを記載した油化装置の撤

去段階で想定される工期と必要な工

事 

油化装置の撤去に伴い想定される

様々な状況、影響、及び維持管理方

法の概要を特定するため。 

PAELの有効期限が

切れる 60 日前まで 

（報告書
15
に含め

る） 

出展：PAEL 

 

(エ) 排気ガスの測定結果 

パイロットプラントからの排気に係る西ケープ州環境局の（仮）排出許可（PAEL）の付

帯条件に従い、6 ヶ月の実証期間中に、合計 3 回の排気ガスの測定を実施した。 

サンプリングと分析は、ケープタウン市が指名した環境コンサルタント（Demos 

Dracoulides Arrey Nicholas Ebot 社: DDA）が実施し、環境局の関心は、水封器から排出

されるオフガスの成分の中に基準値を超える量の重金属が含まれていないかどうかを確認

することである。 

第 1 回目の排気ガスの測定結果は、表 3-22 のとおり。 

                                            
15 PAEL の 8.2.1 項に記載された報告書 
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表 3-22：排気ガスの測定結果 

 
出展：DDA 報告書 

重金属は、環境基準値以下であり、その他の大気汚染の主要物質とされる煤塵、硫黄酸

化物、窒素酸化物も基準値以内であった。ただし、水封器からは燃焼させずに大気に出る

一酸化炭素（CO）と揮発性有機化合物（VOCs）は基準値を超えた。DDA の報告書の提言

としては、以下の二つが示された。 

一つは、CO と VOCs は、濃度は高いものの、排出量が非常に少なく、また 1 日の稼働時

間が 5-6 時間であり、環境に与える影響が限定的であるため、現状のパイロットプラントの

規模の設備であれば、運転継続が可能であるとしている。 

もう一つは、煙突で燃焼させる方法があるものの、ケープタウンは風が強いこと、消防

の許可が必要となることに留意することとしている。なお、大型の商業機では、水封器か

らのオフガスは、分解炉のガスバーナーの燃料として使い、大気には放出されないため、

この問題は生じない。 

 

（６）事業後の事業実施国政府機関の自立的な活動継続について 

2014 年 3 月 1 日付のケープタウン市との MOA においては、プラントの譲渡後から 1 ヶ

月以内に実証運転の結果を判断して、プラントを継続運転するかどうか、ケープタウン市

が仮決定を行うこととなっている。 

さらに、12 ヶ月の間に、油化パイロットプラントの運転を継続するかどうか、ケープタ

ウン市が最終決定を行い、運転を継続しないことが決定された場合は、6 ヶ月以内に共同企

業体側が撤去しなくてはならないこととなっている。 

その上で、油化パイロットプラントは、6 ヶ月間の実証運転の後、2016 年 4 月 26 日にケ

ープタウン市に対し、正式な引き渡しを行なった。 
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その後、引渡しから 1 ヶ月後の 2016 年 5 月 26 日付で、ケープタウン市より正式に運転

を継続しない旨の通知を受けた。 

その理由として、廃プラスチックの油化技術自体は、本普及・実証事業を通じて実証さ

れたものの、運転費用に照らした採算性の面から、本事業で供与された小型のパイロット

プラントの規模では、今後、運転を継続することが困難である点が挙げられた。 

その上で、ケープタウン市からは、機材の撤去方法に関するオプションとして、以下の

三つのオプションが示された。 

オプション 1： 機材をケープタウン市が所有した上で、民間企業にリースし、クラー

イフォンテン廃棄物分別処理場において、民間企業が運転を継続 

オプション 2： 機材を現在 MRF を操業している企業がクラーイフォンテン廃棄物分

別処理場において、運転を継続 

オプション 3： 機材をクラーイフォンテン廃棄物分別処理場から撤去、移設し、別の

場所で民間企業が運転を継続 

最終的に今回のパイロットプラントは、南アの民間企業に譲渡された上で、クラーイフ

ォンテン廃棄物分別処理場から機材を撤去、移設し、民間企業が運転を継続することにな

る。(上記オプション 3)撤去、移設に係る費用はその民間企業が負担する。 

機材の引取先については、共同企業体で、現地民間企業 2 社と地元の大学をリストアッ

プした。 

地元の大学は、普及セミナーに参加したケープタウン大学とステレンボシュ大学である。

両大学とも廃プラ油化技術の実証プラントに大きな関心を示し、本設備を化学工学科の学

生の教育、研究に活用することにとても前向きであったが、大学が本設備を引き取ること

には、予算と場所の確保の両面で難しく、ケープタウン市が設備を保有して、大学がそれ

を活用する事が出来ることが望ましいという結論になった。ケープタウン市には、大学と

コラボレーションして教育設備としての活用を提案したが、運転維持に費用がかかること

でこの案は実現なかった。 

民間候補企業の２社の内 1 社はクラーイフォンテン廃棄物分別処理場のオペレーション

をしている廃棄物処理会社の WastePlan 社、もう 1 社は、2016 年 2 月のセミナーに参加

し、廃プラスチックの油化技術に興味を持った現地エンジニアリング会社の Skoon 

Tegnologie 社である。 

最終的には、ケープタウン市、JICA とも密接に協議のうえ、現地候補企業 2 社のうち、

ケープタウンのエンジニアリング会社である Skoon Tegnologie を機材の引取先とした。こ

の会社は、バイオディーゼルプラントなどを扱い、今後も南アの環境問題に継続的に取り

組む方針を有していること、また熱分解油化装置のようなプロセスプラントを技術的に対



55 

応でき、今後南アでの油化装置のビジネス展開をする上で、営業から現地調達、工事、許

認可取得、運転、メンテナンスまで行うことが出来る。Skoon Tegnologie は、西ケープ州

内に新たな場所を確保し、設備を移設し運転を継続することになる。 

（７）今後の課題と対応策 

課題 1：プラントの移設 

Skoon Tegnologie は、2016 年 6 月 24 日にケープタウン市と設備移管に関する打合せを

行い、その後 4 ヶ月程度で設備の移設を完了させる予定である。 

今後、この設備が南アで継続的に運転されることで、南アの環境問題への貢献すること、

またアフリカでのショーケースとして今後の油化装置の販売に繋げたい。 

課題 2：南アでの商用プラントの販売 

ケープタウン市内に設置されたパイロットプラントを日本の技術を通じた途上国の廃棄

物問題対応のショーケースとし、南ア国内に水平展開を行う。そのためには、現地での営

業、据付、メンテナンスを行う販売体制の構築を行う必要がある。Skoon Tegnologie 社が

パイロットプラントの運転を継続することで、関係を深め、今後、ローカルパートナーと

して Win-Win となる関係を築くことも視野に入れる。 

課題 3：機材コストの低減 

主要機器は、日本で製造する必要がある一方、付帯設備、現地工事等は、信頼できる現

地企業に委託し、トータルコストの低減を図る。 

また、次世代油化装置の開発を進め、より安価で生産効率の良い機材をマーケットに投

入していく。 

課題 4：現地のメンテナンスサービス体制 

今回のプラントの据付を行った現地エンジニアリング企業の Akura 社と南アでのメンテ

ナンスサービスに関する MOU を 2015 年 1 月に締結した。今後、Skoon Tegnologie 社と

の関係構築も行い、現地でのベストなメンテナンスサービス体制を構築することも期待さ

れる。 

課題 5：現地販売体制の確立 

日本側は主要機器の供給と基本計画を担当し、現地パートナー企業に営業、据付、メン

テナンスを行ってもらう体制を構築したい考えである。そうすることで、中小企業でも限

られた人材でより多くの案件に対応できる体制とする。候補企業として数社あるが、今後

どの企業と油化ビジネスを進めるのがいいのか、実際の案件を行いながら絞込を行ってい

く。 
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4. 本事業実施後のビジネス展開計画 

南アは、他のアフリカ諸国に比べ政治・治安状況も安定していることから、最後のビジ

ネス・フロンティアとも呼ばれるアフリカ大陸へのビジネス展開に向けた玄関口として、

自動車等の輸送機器関連産業や鉱業を中心にアフリカ大陸最多の 110 の日本企業が進出し

ている。 

特に、本事業後も見据えた本邦技術の普及に当たり南アは、必要な電気、通信、物流等

のインフラも一定程度整っている他、COP17 の開催地となるなど、環境関連の国際会議や

環境関連企業の拠点になるなど、アフリカ向け環境ビジネスの展開に向け、高い広報効果

が期待できる。 

さらに、南ア政府及び民間セクターも本邦技術の導入に高い関心を寄せている。 

 

（１）今後の対象国におけるビジネス展開の方針・予定 

① マーケット分析 

1) 競合製品及び代替製品 

ケープタウン市では、本普及・実証事業以外で廃プラスチック油化などに関する他企業、

他国からの提案はない。また、現地のウェブ記事で南ア企業が廃プラスチック、タイヤか

ら燃料油とガスを回収する記事等が掲載されているものの、未だ開発段階のようである。 

2) 南アの他都市への展開 

南アの廃プラスチック排出量は、年間 130 万トンでリサイクル率はわずか 13%。この年

間排出量の 10%弱の量を油化するだけで、約 10 万トンの廃プラスチックから 10 万 KL（ド

ラム缶 50 万本分）の生成油を製造することが出来る。 

これは、油化装置（8t/日）約 50 基分に相当し、約 120 億円規模の大きなマーケットで

ある。 

南アには、人口 50 万人以上の都市が 10 ある。その人口順位16は、以下のとおり。 

1. ケープタウン 西ケープ州 366 万人 

2. ダーバン クワズール・ナタール州 337 万人 

3. ヨハネスブルク ハウテン州 216 万人 

4. ソウェト ハウテン州 184 万人 

                                            
16 ウィキペディア 
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5. プレトリア ハウテン州 176 万人 

6. ポートエリザベス 東ケープ州 102 万人 

7. ピーターマリッツバーグ クワズール・ナタール州 85 万人 

8. ベノニ ハウテン州 67 万人 

9. テンビサ ハウテン州 58 万人 

10. フェリーニヒング ハウテン州 51 万人 

今後、パイロットプラントの運転を継続する企業が、西ケープ州で廃プラスチック油化

ビジネスを立上げて運転実績を積み、その結果、より大型の商業機を導入することで、十

分な採算を確保できることを明らかにし、他の南アの主要都市に水平展開することを目指

す。 

また、6 ヶ月の実証運転期間中に開催したセミナーには、176 名の参加者があり、廃プラ

スチック油化に対する関心の高さが伺えたことから、今後、潜在な顧客として期待できる。 

 

② ビジネス展開の仕組み 

1) 販売・メンテナンス体制 

技術のコピーを防ぐ意味でも、洗浄機、油化装置本体は日本での生産を優先したい考え。

Skoon Tegnologie 社は、現地で営業と現地調達、据付、及びメンテナンスを行なう現地ビ

ジネスパートナーと発展できる可能性もあり、日本からは主要機器の輸出、現地で営業・

据付・メンテナンスする体制を構築する。 

2) 原材料・資機材調達 

原材料は、現地の分別された廃プラスチック。資機材は、洗浄機、油化装置の本体は日

本から輸出し、その他の付帯機器は現地で調達する。今回の実証事業で、現地で調達した

付帯機器が使えることが確認できた。環境関係の許認可が必要となるが、環境アセスメン

トを今回ケープタウン市で行なっており、これが先例となれば、他地域においても比較的

スムースに行くことを期待している。 

3) 人材育成 

実証期間中、ケープタウン市から選任された 3 名のオペレーター候補生と業務委託とし

て派遣された総数 20 名のワーカーに技術移転を行った。オペレーター候補生に対しては、

講義と OJT による運転、メンテナンス、安全教育などを主に実施した。ワーカーに対して

は、原料の分別、投入業務、メンテナンス技術、安全上の注意を実施した。その中で 2 名

のオペレーターと 6 名のワーカーが従事した。選任されたオペレーターは、油化技術を習
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得する為、非常に意欲的に取り組み、最終的に自分達だけで運転できる技術を身に着けた。 

ワーカーについても意欲的に取り組んでいたが、業務委託という事もあり、派遣期間が

短く、継続的な体制を組むのが難しかった。 

Skoon Tegnologie 社に対しても、新たに運転が出来るオペレーターの教育、育成のサポ

ートを行い、南アでの人材育成を進めることも期待される。 

4) 資金調達 

今後の商用プラントの販売に当たっては、プラントを購入する事業者は、基本的には、

自己資金と銀行からの借り入れにより購入費を賄うことになる。 

なお、南アを対象とした事業開発等金融として、株式会社国際協力銀行（JBIC）の「南

アフリカ共和国法人南部アフリカ開発銀行（DBSA）向け GREEN アンタイド・ツーステ

ップ・ローン」がある。 

DBSA が南部アフリカ諸国における再生可能エネルギープロジェクトに対し、中長期資

金を供給するために必要な資金目的で、融資総額は、50 百万米ドル、未承認額（未引出）

が、50 百万米ドルである（2015 年 7 月現在）。 

日本の金融機関からの資金調達が可能となれば、本プラントの普及にとっての一助とな

る。 

 

③ 想定されるビジネス展開の計画・スケジュール 

第一段階として、南アフリカ ケープタウンで JICA パイロットプラントの実証を行い、

その間に普及のためのセミナー、プラント見学を地方自治体、廃棄物管理会社、プラスチ

ック会社向けに開催する（2015-2016 年、本事業）。 

第二段階として、南アフリカの主要都市である、ケープタウン、ヨハネスブルク、プレ

トリア、ダーバン、ポートエリザベス等に普及・水平展開し、地方自治体、民間企業に対

して商業機を販売する（2016-2020 年、10 基 25 億円／5 年）。 

第三段階として、南アフリカ以外のアフリカ各国へのビジネス展開を目指す（2020 年以

降、年間 5-10 億円規模）。 
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 4-1：ビジネス展開計画 
 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 

JICA 普及・実証事業  
            

南ア主要都市への 
普及・水平展開 

   
 

         

南ア以外の国々への 
ビジネス展開 

             

出展：共同企業体作成 

④ ビジネス展開可能性の評価 

本普及・実証事業を通し、廃プラスチック油化技術を現地で実証することが出来た。次

のステップとしては、商用プラントベースで事業性があることを南アで示すことが重要で

ある。 

今後、本事業のパイロットプラントを西ケープ州で継続運転する Skoon Tegnologie 社が、

運転実績を積み、その結果、より大型の商用プラントを導入することによって、十分な採

算性が確保できることが明らかになれば、南アでの油化ビジネス展開は、比較的容易に進

むと考える。 

ただし、南アの通貨ランドが、2014 年には 1 ランド、約 10 円であったものが、2016 年

6 月現在で約 7 円と、30 %程下落している、また銀行からの借入金利が高いこと（DBSA

で約 6%）もあり、廃プラ油化事業を新たに立ち上げるには厳しい経済環境でもある。 

 

（２）想定されるリスクと対応 

本事業後のビジネス展開の上で想定される主なリスクの要因分析と対策は、表 4-2 のとお

り。 

販売段階では、販売先となる地方自治体、民間企業の支払い能力を含めた信用調査を行

なう必要がある。現地会計事務所、信用調査会社などを活用して信用調査を行なう。 

製品・技術の模倣リスクに関しては、南アフリカでの特許申請を検討する他、主要機器

は日本からの輸出とする。 
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表 4-2：ビジネス展開の上で想定される主なリスクの要因と対策 
リスク リスク要因 予防措置・対策 

施主の信用力 
施主の財務上の問題から支払、取

引が滞る、もしくは、倒産等によ

り支払いを受けられなくなる。 

現地会計事務所、信用調査会社などを活用し

て信用調査を行なう。 

技能労働者の流出 
本事業で技術指導を行ったスタ

ッフの異動、退職等により、機材

が十分に活用されなくなる。 

機材の維持管理方法を纏めた「引き渡しマニ

ュアル」を作成すると共に、スタッフの技術

指導をサービスに含める。 

現地治安情勢の悪化 
クーデタ、暴動、等が発生し、機

材が破壊されるなど、それまでの

投資が回収できなくなる。 

著しくリスクが高い国においては、可能な限

り相手国政府の政府保証等を伴う ODA の枠

組みの下で事業を実施する。 

知的財産権の侵害 

パテントに関する法制度が未整

備な南ア以外のアフリカ圏でビ

ジネスを展開する場合は、本邦技

術が無秩序に盗用される。 

機材納入先の国のパテントに関する法制度

を事前に調査し、法制度が未整備な国でのビ

ジネスは避ける。また、機材の設計図等の企

業情報の管理を徹底する。 
出展：共同企業体作成 

 

（３）普及・実証において検討した事業化およびその開発効果 

① 原材料 

ケープタウン市のクラーイフォンテン廃棄物処理施設で分別された廃プラスチック原料

を調査した結果、12 種類の PE/PP/PS のうち、3 種類は、油化に適した材料、6 種類は、

油化に適した材料と混ぜれば使用可能な材料、3 種類は、油化に適さない材料であった。 

また、3 種類の材料で 3 回行ったフルロードテストの結果、平均回収率は、55% と日本

の 80 %に比べてかなり低い値となった。これは、南アのプラスチックには、油化にならな

い添加物が多く含まれることが考えられる。 

なお、合計 3 回のフルロードテストでは、1 回目に汚れた PE（100 %）のみ、2 回目に

汚れた PE（80 %）と PP（20 %）の混合材、3 回目は汚れた PE（80 %）、PP（15 %）、

PS（5 %）の混合材を油化した。 

テストの結果、いずれの材料で油化した生成油でも、バーナー燃料、発電機燃料として

使用できることを確認した。 

② 事業採算性 

廃プラスチックから生成油を製造する際の単位リットル当たりの製造コストについて、

南アの 2 種類の材料を用いたケース、及び日本のケースを試算した結果は、表 4-3 のとお

り。 

また、生成油を燃料として発電した場合の収益の試算は、表 4-4 のとおり。 
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表 4-3：廃プラスチックからの油を生成する際の単位リットル当たりの製造コスト 

単位：ランド（R） 

 
8000kg/日 (南ア) 

クリーン PE, 70%, 25 日/月 
8000kg/日 (南ア) 

汚れた PE, 60%,20 日/月 
8000kg/日 (日本) 

PE/PA/PP/PS, 75%,25 日/月 

① O&M 費/月 

原料費 8000kgx25d@5R 1,000,000 
8000kgx20d@1R/k
g 

160,000 8000kgx25d 0 

労務費 8 人 x 3 シフト 180,000 8 人 x 3 シフト 180,000 8 人 x 3 シフト 510,000 

電気・水道 電気、水 123,750 電気、水 93,640 電気、水 82,500 

保守費用  24,000  24,000  24,000 

プラント費用 
（前処理含） 

R41,000,000/15y
/12m 

227,800 
R41,000,000/15y/1
2m 

227,800 
R41,000,000/15y/1
2m 

227,800 

合計 1,558,800 685,440 846,050 

② 油製造量/月 
8000kgx0.7/0.78
x0.9x25d 

161,538L 
8000kgx0.6/0.78x0.
9x20d 

110,769L 
8000kgx0.75/0.78x
0.9x25d 

173,077L 

③ 油製造費 
（①／②） 

R1,558,800/161,
538L 

9.65 R/L 
R685,440/ 
110,769L 

6.19 R/L 
R846,050/ 
173,077L 

4.89 R/L 

 
材料 5.00R/kg 
残渣 3% 

材料 1.00R/kg 
残渣 13% 

日本の食品工場からの汚れた材

料は、フリーコスト 

出展：共同企業体作成 

 

表 4-4：生成油を燃料として発電した場合の収益試算 

単位：ランド（R） 

 
8000kg/日 (南ア) 

クリーン PE, 70%, 25 日/月 
8000kg/日 (南ア) 

汚れた PE, 60%,20 日/月 
8000kg/日 (日本) 

PE/PA/PP/PS, 75%,25 日/月 

発電コスト/月 

燃料費 生成油 1,558,800 生成油 685,440 生成油 846,050 

発 電 機 費 （ 中

古） 
R7,800,000/10Y/
12m 

65,000 
R5,000,000/10Y/12
m 

50,000 
R7,800,000/10Y/12
m 

65,000 

労務費、保守費  30,000  27,000  30,000 

合計  1,653,800  762,440  941,050 

月あたり発電量 
161,538L/m x 
5kw/L 

807,690 kw 
110,769L/m x 
5kw/L 

553,845 kw 
173,077L/m x 
5kw/L 

865,385 kw 

発電コスト 
R1,653,800/807,
690kw 

2.05 R/kw 
R762,440/ 
553,845kw 

1.38 R/kw 
R941,050/ 
865,385kw 

1.09 R/kw 

①電気代（外部

から購入した

場合） 

732,690kw@1.65
R/kw 

1,208,939 
493,845kw@1.65R
/kw 

R814,844 
790,385kw@2.00R
/kw 

1,580,770 

②電気代（自家

発電） 
732,690kw@2.05
R/kw 

1,502,015 
493,845kw@1.38R
/kw 

R681,506 
790,385kw@1.09R
/kw 

861,520 

③廃プラ処理費  0  0 200,000kg@2R/kg 400,000 

月あたり 
収益金額 

 ①ｰ② -293,076  ①ｰ② 133,338  ①ｰ②+③ 1,119,250 

出展：共同企業体作成 
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本試算は、2016 年 2 月に現地で開催したセミナーで参加者に説明した。 

廃プラスチックを原料として油化した上で発電燃料として使用した場合、有価物として

高価なクリーン PE を原料としたケースでは、事業収益はマイナスとなるものの、安価な汚

れた PE を原料としたケースでは、事業収益はプラスとなる。 

他方、日本のケースでは、食品工場から排出される汚れた材料は、現状、焼却処分され

ており、実質的に原料費がかからないため、大きな事業収益が見込める。 

廃プラ油化を現地で進めるには、安価な原料の調達ルートの確保が、事業収益を確保す

るためのポイントとなる。顧客ターゲットは、一般廃棄物の廃プラスチックを収集分別し

ている廃棄物管理企業、ゴミ行政を行っている地方自治体、食品工場廃プラ、ショッピン

グセンター廃プラ、農業廃プラ、建設廃プラ、電線廃プラなどを扱っている企業がターゲ

ットである。 

また、分別された有価の廃プラスチックの多くは、中国、インド、欧州などに売却され

ているが、経済状況により売値は大きく変動する。油を海外から輸入し、慢性的な発電不

足が問題となっている南アにとって、廃プラスチックを油化することは、廃プラスチック

のリサイクル率の向上など環境上のメリットだけでなく、エネルギーセキュリティー上の

メリットもある。南アの電気代は年々上昇しており、将来を見た場合、廃プラ油化発電は

大きな可能性を秘めていると考えられる。 

 

③ 開発効果 

廃プラスチックを油化することで、商業機１プラント当たり（8 トン/日）①年間 2400 ト

ンの廃プラスチックの廃棄物処分場に投棄される廃棄物の削減、及びリサイクル率の向上

に寄与する。②約 30 名の新たな雇用を創出。③年間 2,400 KL の廃プラスチックからリサ

イクル油を製造することにより、発電機、ボイラーなどへ石油代替燃料として使用可能と

する。その結果、石油の消費量を削減できる。④1 基当たり約 2.5 億円の販売により、機器

製造・購入費などで日本の地域経済への活性化に貢献する。 

 

（４）本事業から得られた教訓と提言 

① 教訓（途上国においてビジネス展開を図る本邦企業に向けて） 

1) 南アのビジネス環境 

本事業のカウンターパートであるケープタウン市は、事業の実施にあたって非常に慎重

で関係部署や関係機関の了解を得るのに時間がかかったが、確実に事業を推進する力があ

る。他の地方自治体や民間企業に関しては未知なところがあるため、事業スケジュールに

は十分留意する必要があるが、他のアフリカ諸国に比べて、ビジネス相手としては取り組
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みやすいと感じた。 

一方、小さな会社を相手にする場合、その遂行能力は確認する必要がある。 

2) 環境関連手続き 

廃プラスチック油化装置を現地に設置する場合、環境関連の許認可がクリティカルにな

る。 

環境関連の許認可取得（環境アセスメント、大気汚染防止法）がポイントとなるが、ケ

ープタウン市での許認可取得を先例とすることが出来る。 

3) 通関手続き 

南アフリカでは、輸入機器に対して、輸入関税の他、VAT が 14%課税されることに留意

する必要がある。 

 

② 提言（今後の JICA 普及・実証事業に向けて） 

二点を提言したい。 

一点目は、本普及・実証事業のカウンターパートは、相手国の政府、地方自治体などの公

共機関でなければならないことである。しかし、一般的な環境施設（リサイクル施設、焼

却施設）は、設備は、地方自治体が購入し、運転保守は、民間企業に業務委託しているケ

ースが多い。ケープタウン市の廃棄物処理施設も、設備はケープタウン市が設置し、民間

会社がその運転保守を行っている。実際には、地方自治体が油化装置などのプラントを直

接運転、保守をする体制になっていないのが実情である。ケープタウン市が運転を継続し

ない理由としては、①実証用機材である為事業採算性が課題、②排ガス規制値を超えてい

る CO と VOC 除去のために新たな排ガス処理設備にコストがかかること、③運転保守をす

る体制を維持することが難しいことが上げられる。①は大型の商業機を導入することでス

ケールメリットがあり事業採算性が期待できる、②は商業機では、オフガス（CO,VOC 含

む）をガスバーナーの燃料とし、燃焼させるので問題がなくなる。③は地方自治体で運転

要員を確保するのは難しい面がある。 

本事業の廃プラスチック油化装置は、最終的にケープタウン市から民間エンジニアリン

グ会社に移設した上で、引き続き運転が継続される事になった。民間企業が油化装置の運

転を継続することで、課題解決のアイデアとスピードアップ、そして今後の油化ビジネス

の水平展開が期待できる。 

今後の普及・実証事業では、相手国の地方自治体が受け入れ窓口になり、現地の民間企

業が事業主体となるスキームが出来れば、より普及を進めることが出来ると考えられる。 

二点目は、相手国での輸入関税・輸入 VAT（付加価値税）を免税にしてもらうことであ
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る。南アの場合、輸入関税はゼロであったが、輸入 VAT が 14 %課税された。本事業では、

南アに輸出された機材はケープタウン市に無償譲渡されるにかかわらずである。MOA 締結

時にケープタウン市に対して免税にするべく交渉したが、輸入関税・輸入 VAT は、国税で

あり地方自治体で判断できるものでは無いということであった。JICA 民間普及実証事業で

も、南ア政府と、事前に免税となることが取り決めてあれば、輸入 VAT14 %分は、機材調

達などの本来の事業目的に使えることが出来、より事業費を効果的に活用出来る。 



65 

参考文献 

[1] ジェトロセンサー2014 年 7 月号、JETRO 

[2] 黒人権利拡大政策(BEE: Black Economic Empowerment) 

[3] 南アフリカ共和国の環境政策と環境・エネルギー産業の現状、日本貿易振興会 

[4] ケープタウン市総合開発計画（Integrated development plan） 

[5] City of Cape Town Annual Report 

[6] ケープタウン市総合廃棄物管理計画（Integrated waste management policy） 

[7] 
National waste information baseline report (November 2012) Environmental affairs 

department, Republic of South Africa 

[8] 国家環境管理廃棄物法（National environmental management waste act） 

[9] 国家廃棄物管理戦略（National Waste Management Strategy） 

[10] 環境マネジメント白書（White paper on environment management） 

[11] 環境管理政策（Environmental management policy） 

[12] ケープタウン市総合都市環境政策（Integrated metropolitan environmental policy） 

[13] DEA Strategic Plan 2014-2019 

[14] SADC Environmental Legislation Handbook 2012 

[15] Wastewater and industrial effluent by-law 2013, City of Cape Town 

[16] National Environmental Management: Air quality act (No.39 of 2004) 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

添付資料 

 




















































	表紙
	目次
	巻頭写真
	略語表
	地図
	図表番号
	案件概要
	要約
	1. 事業の背景
	2. 普及・実証事業の概要
	3. 普及・実証事業の実績
	4. 本事業実施後のビジネス展開計画
	参考文献
	添付資料



